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第 10　非居住者又は外国法人に支払う所得の源泉徴収事務

　平成26年度税制改正により、非居住者及び外国法人の国内源泉所得について
帰属主義の考え方に沿った見直しが行われたことに伴い、所得税法第161条《国
内源泉所得》等の改正が行われました。
　改正後の所得税法第161条の規定は、非居住者の平成29年分以後の所得税に
ついて適用されますが、源泉徴収に関しては、平成28年４月１日以後に支払う
べき国内源泉所得について改正後の所得税法第161条第１項の規定が適用され
ることになります。詳しくは、本冊子の冒頭に記載している「国際課税原則の
帰属主義への見直しの概要（源泉所得税関係）」（税制改正４ページ）を参照し
てください。

Ⅰ　非居住者又は外国法人に対する課税制度の概要 
１　我が国の課税体系と国際的二重課税の排除措置
　各国の租税制度は、その国の歴史的、政治的、経済的な諸要因等を背景
に独自に発達してきたものであり、各国がそれぞれ固有の課税権を排他的
又は普遍的に行使しようとすれば、必然的に国際的な二重課税の問題が生
じることとなりますが、この二重課税の問題は、課税の原則からすれば、
一般的には回避しなければならない事柄であると理解されています。
　このような考え方から、自国の居住者又は内国法人に対して課税する場
合とそれ以外の者に課税する場合とを区分して課税権を行使するととも
に、二重課税が発生した場合には、これを排除する別段の規定を設けてい
ることが一般的です。
　我が国の所得税法及び法人税法では、居住者及び内国法人以外の者、す
なわち、非居住者及び外国法人に対する課税については、その課税の範囲
を居住者及び内国法人に比して狭く規定し、課税対象とする所得をその所
得の発生源泉地が国内にあるもの、いわゆる国内源泉所得に限ることとし
ています。
　このように、課税対象を国内源泉所得に限定したとしても、国際間にお
ける二重課税を完全に排除することはできないため、二重課税を排除する
ためには、外国税額控除の規定や国外の所得を非課税とするなどの規定を
設けてその調整を図らなければならないこととなります。
　なお、我が国の二重課税の排除措置としては、外国税額控除方式（内国
法人が外国子会社から受ける配当等については益金不算入方式）が採用さ
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れています。
２　所得税法上の納税義務者の区分と課税所得の範囲・課税方法

⑴　納税義務者の区分と課税所得の範囲・課税方法
　所得税法上の我が国の納税義務者の区分とその課税所得の範囲及び課
税方法の概要は次の表１のとおりです。

（表１）【納税義務者の区分と課税所得の範囲・課税方法の概要】

項　　　目

納税義務者の区分
課　税　所　得　の　範　囲 課 税 方 法

個　
　
　
　
　

人

居　

住　

者

非永住者以外の
居住者
（所法２①三）

国の内外で生じた全ての所得（所法５①、
７①一）

申告納税又
は源泉徴収

非　永　住　者
（所法２①四）

国内源泉所得及びこれ以外の所得で国内
において支払われ、又は国外から送金さ
れた所得（所法５①、７①二）

申告納税又
は源泉徴収

非　　居　　住　　者
　　　（所法２①五） 国内源泉所得（所法５②、７①三） 申告納税又

は源泉徴収

法　
　
　
　
　

人

内　　国　　法　　人
　　　（所法２①六）

国内において支払われる利子等、配当等、
定期積金の給付補塡金等、匿名組合契約
等に基づく利益の分配及び賞金（所法５
③、７①四）

源 泉 徴 収

外　　国　　法　　人
　　　（所法２①七）

国内源泉所得のうち特定のもの（所法５
④、７①五） 源 泉 徴 収

人格のない社団等
　　　（所法２①八） 内国法人又は外国法人に同じ（所法４） 源 泉 徴 収

⑵　納税義務者の区分
　所得税法上、納税義務者については、①居住者、②非居住者、③内国
法人及び④外国法人の４つに区分されています。この場合、人格のない
社団等は、法人とみなされることとされています（所法４）。
　また、それぞれの納税義務者の意義については、次のように定められ
ています。
イ　「居住者」……国内（所得税法の施行地をいいます。）に住所を有し、
又は現在まで引き続いて国内に１年以上居所を有する人（所法２①三）
　なお、居住者のうち、「日本の国籍を有しておらず、かつ、過去10
年以内において国内に住所又は居所を有していた期間の合計が５年以
下である個人」は、非永住者（所法２①四）として一般の居住者とは
区別して課税所得の範囲が定められています。
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ロ　「非居住者」……国内に住所も１年以上の居所も有しない人（所法
２①五）
　なお、国外に居住することとなった個人が次のいずれかに該当する
場合には、その人は、国内に住所を有しない人（非居住者）と推定さ
れます（所令15①）。
①　その人が国外において、継続して１年以上居住することを通常必
要とする職業を有すること。
②　その人が外国の国籍を有し又は外国の法令によりその外国に永住
する許可を受けており、かつ、その人が国内において生計を一にす
る配偶者その他の親族を有しないこと、その他国内におけるその人
の職業及び資産の有無等の状況に照らし、その人が再び国内に帰り、
主として国内に居住すると推測するに足りる事実がないこと。
　また、船舶、航空機の乗組員の住所が国内にあるかどうかは、その
人の配偶者その他生計を一にする親族の居住している地又はその人の
勤務外の期間に通常滞在する地が国内にあるかどうかにより判定しま
す（所基通３−１）。
ハ　「内国法人」……国内に本店又は主たる事務所を有する法人（所法
２①六）
ニ　「外国法人」……国内に本店も主たる事務所も有しない法人（所法
２①七）

⑶　課税所得の範囲
　所得税法における課税所得の範囲については、納税義務者の区別に応
じて、それぞれその範囲が定められていますが、源泉徴収の対象となる
ものの詳細については、263ページ以下の「Ⅳ　源泉徴収の対象となる
国内源泉所得の取扱い」の項で説明します。

⑷　課税方式
　所得税法においては、その納付すべき税額の課税方式として、申告納
税方式と源泉徴収方式が採用されており、非居住者については、その人
が国内に恒久的施設（PE）を有する場合には、居住者と同様に（一定の
所得は源泉徴収の上）申告納税方式を原則としていますが、その他の場
合には、原則として源泉徴収のみで課税関係が完結する源泉分離課税方
式が基本となっています。
　また、外国法人についても、所得税法及び法人税法において同様の取
扱いが定められています。

３　非居住者又は外国法人に支払う所得の源泉徴収と申告納税の概要
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　非居住者又は外国法人が、国内の源泉から生ずる所得、すなわち国内源
泉所得を有する場合には、その国内源泉所得について納税の義務を負い、
国内に支店等の事業上の拠点（恒久的施設）を有するか否かによって課税
方式が異なっていますが、その事業上の拠点が、①支店・工場等である場合、
②１年を超えて建設作業等を行う場合、③自己のために契約を締結する代
理人を置いている場合、④前記①〜③以外の場合（事業上の拠点を有しな
い場合）、の４つの区分により、その課税方式及び課税対象となる所得が
更に次の表２及び表３のように異なっています（所法164、法法141）。
※�　平成26年度税制改正により、非居住者及び外国法人の国内源泉所得について、
帰属主義の考え方に沿った見直しが行われたことに伴い、所法164及び法法141が
改正され、非居住者については平成29年分以後の所得税から、外国法人について
は、平成28年４月１日以後開始する事業年度の所得に対する法人税から適用され
ることとなっています。
　なお、これらの表は、国内法における課税関係の概要を示すものですか
ら、租税条約にはこれと異なる定めのものがあることに注意する必要があ
ります。

（表２）【非居住者に対する課税関係の概要】
※�　下表は、平成28年３月31日以前に支払うべきものに係る所得税法第161条の号（一
～十二）を記載しています。源泉徴収に関して、平成28年４月１日以後に支払うべ
きものについては、適用される所得税法第161条の号が異なります。詳しくは「国
際課税原則の帰属主義への見直しの概要（源泉所得税関係）」（税制改正４ページ）
を参照してください。

非居住者の区分
（所法164①）

所得の種類
（所法161）

国内に恒久的施設を有する者
国内に恒久的
施設を有しな
い者

（所法164①四）

源泉
徴収

（所法
212①、
213①）

支店その他事
業を行う一定
の場所を有す
る者
（所法164①一）

１年を超える建設作
業等を行い又は一定
の要件を備える代理
人等を有する者
（所法164①二、三）

事業の所得� （所法161一）

資産の所得� （　〃　 一）

その他の国内源泉所得
� （　〃　 一）（所法164①一）（所法164①二、三）

【非課税】 無
無

（注1、
2、3、4）
無

【総合課税】
（注２、３、４、５）

（所法164①四）

組合契約事業利益の配分
� （ 〃一の二）
土地等の譲渡対価
� （ 〃一の三）
人的役務の提供事業の対価
� （　〃　 二）
不動産の賃貸料等�（〃　 三）

（所法164①一）（所法164①二、三）

【非課税】 20.42％

10.21％

20.42％
（注7）
20.42％

（所法164①四）

【総　　合　　課　　税】
（注 1、2、3）

【 源 泉 徴 収 の 上 総 合 課 税 】
（注６）
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非居住者の区分
（所法164①）

所得の種類
（所法161）

国内に恒久的施設を有する者
国内に恒久的
施設を有しな
い者

（所法164①四）

源泉
徴収

（所法
212①、
213①）

支店その他事
業を行う一定
の場所を有す
る者
（所法164①一）

１年を超える建設作
業等を行い又は一定
の要件を備える代理
人等を有する者
（所法164①二、三）

利　 子　 等�（　〃　 四）
配　 当　 等�（　〃　 五）

貸 付 金 利 子�（　〃　 六）
使  用  料  等�（　〃　 七）
給与その他人的役務の提供
に対する報酬、公的年金等、
退職手当等� （　〃　 八）
事業の広告宣伝のための賞金
� （　〃　 九）
生命保険契約に基づく年金等
� （　〃　 十）
定期積金の給付補塡金等
� （　〃 十一）
匿名組合契約等に基づく利
益の分配� （　〃 十二）（所法164①一）

（国内事
業に帰
せられ
るもの）

（所法164
①二、三）

（
国内事
業に帰
せられ
ないも
の ）

（所法164
②一） （所法164②二）

15.315％
20.42％
（注10、
11、12）
20.42％
20.42％

20.42％

20.42％

20.42％

15.315％

20.42％

（注）１�　措法第37条の10又は第37条の11の規定により、国内に恒久的施設を有する者が
行う一般株式等の譲渡による所得又は上場株式等の譲渡による所得については、
15.315％の税率で申告分離課税が適用されます。

　　２　措法第41条の９の規定により、懸賞金付預貯金等の懸賞金等については、
15.315％の税率で源泉分離課税が適用されます。
３　措法第41条の12の規定により同条に規定する一定の割引債の償還差益について
は、18.378％（一部のものは16.336％）の税率で源泉分離課税が適用されます。
　　また、措法第41条の12の２の規定により同条に規定する一定の割引債の償還金
に係る差益金額については、15.315％の税率で申告分離課税が適用されます。
４　資産の所得のうち資産の譲渡による所得については、不動産の譲渡による所得
及び所令第291条第１項第１号から第６号までに掲げるもののみ課税されます。
５　措法第37条の12の規定により、国内に恒久的施設を有しない者が行う一般株式
等の譲渡による所得又は上場株式等の譲渡による所得については、15.315％の税率
で申告分離課税が適用されます。
６　土地等の譲渡対価については、源泉徴収の上、その所得に対して、措法第31条
の規定により15.315％（長期）、措法第32条の規定により30.63％（短期）の税率で
申告分離課税が適用されます。
７　措法第41条の22の規定により、特定の免税芸能法人等が得る対価については、
15.315％の税率が適用されます。
８　措法第３条及び第41条の10の規定により、国内に恒久的施設を有する者が得る
利子等（四号所得）（措法第３条第１項に規定する一般利子等に該当するものに限
ります。）及び定期積金の給付補塡金等（十一号所得）については、15.315％の税
率で源泉分離課税が適用されます。
９　措法第８条の４の規定により国内に恒久的施設を有する者が得る同条第１項に

【源泉徴収の上総合課税】
（注 8、9、10、11、12、13）

【源 泉 分 離 課 税】
（注13）
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規定する利子等で同項各号に掲げるものについては、15.315％の税率で申告分離課
税が適用されます。
　　また、措法第８条の５の規定により国内に恒久的施設を有する者が得る同条第
１項に規定する利子等で同項各号に掲げるものについては、いわゆる確定申告不
要制度の適用が認められます。
10　措法第８条の２の規定により、国内に恒久的施設を有する者が得る配当等（五
号所得）のうち私募公社債等運用投資信託等の収益の分配に係る配当等について
は、15.315％の税率による源泉分離課税が適用されます。
11　上場株式等に係る配当等（当該配当等の支払に係る基準日において当該配当を
支払う内国法人の発行済株式又は出資の総数又は総額の３％以上に相当する数又
は金額の株式又は出資を有する個人がその内国法人から支払を受けるものを除き
ます。）、公募証券投資信託（公社債投資信託及び特定株式投資信託を除きます。）
の収益の分配に係る配当等及び特定投資法人の投資口の配当等については、
15.315％の税率が適用されます。
12　措法第８条の４の規定により国内に恒久的施設を有する者が得る同条第１項に
規定する配当等で同項各号に掲げるものについては、15.315％の税率で申告分離課
税を適用することができます。
　　また、措法第８条の５の規定により国内に恒久的施設を有する者が得る同条第
１項に規定する配当等で同項各号に掲げるものについては、いわゆる確定申告不
要制度の適用が認められます。
13　措法第９条の６の規定により、外国特定目的信託の利益の分配及び外国特定投
資信託の収益の分配については、内国法人から受ける剰余金の配当とみなされます
（平成28年４月１日以後廃止）。
14　所法第５条、第６条の２、第６条の３及び第７条の規定により、法人課税信託
の受託者は、その信託財産に帰せられる所得についてその信託された営業所（国
内又は国外の別）に応じ、内国法人又は外国法人として所得税が課税されます。
15　措法第41条の21の規定により、投資組合契約を締結している外国組合員で当該
投資組合契約に基づいて行う事業につき国内に恒久的施設を有する者のうち一定
の要件を満たすものについては、特例適用申告書を提出することにより国内に恒
久的施設を有しないものとみなされます。

（表３）【外国法人に対する課税関係の概要（網掛け部分が法人税の課税範囲）】
※�　下表は、平成28年３月31日以前に支払うべき国内源泉所得等の取扱いについて記
載しています。平成28年４月１日以後の取扱いについては、246ページの表を参照
してください。

外国法人の区分
（法法141）

所得の種類
（法法138）

国内に恒久的施設を有する法人
国内に恒久的
施設を有しな
い法人

（法法141四）

源泉
徴収

（所法
212①、
213①）

支店その他事
業を行う一定
の場所を有す
る法人
（法法141一）

１年を超える建設作
業等を行い又は一定
の要件を備える代理
人等を有する法人
（法法141①二、三）

事業の所得� （法法138一） 【非課税】 無
（注1）
無

（注２）
資産の運用又は保有による
所得� （　〃　 一）
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外国法人の区分
（法法141）

所得の種類
（法法138）

国内に恒久的施設を有する法人
国内に恒久的
施設を有しな
い法人

（法法141四）

源泉
徴収

（所法
212①、
213①）

支店その他事
業を行う一定
の場所を有す
る法人
（法法141一）

１年を超える建設作
業等を行い又は一定
の要件を備える代理
人等を有する法人
（法法141①二、三）

資産の譲渡による所得
� （　〃　 一）

不動産の
譲渡によ
る所得及
び法令187
①一～五
に掲げる
所得

無
（注3）

その他の国内源泉所得
� （　〃　 一） 無

人的役務の提供事業の対価
� （　〃　 二） 20.42％

不動産の賃貸料等�（〃　 三） 20.42％
利　 子　 等�（　〃　 四）

（国内事
業に帰
せられ
るもの） 【源泉分離課税】

15.315％

配　 当　 等�（　〃　 五） 20.42％
（注4）

貸 付 金 利 子�（　〃　 六） 20.42％
使  用  料  等�（　〃　 七） 20.42％
事業の広告宣伝のための賞金
� （　〃　 八） 20.42％

生命保険契約に基づく年金等
� （　〃　 九） 20.42％

定期積金の給付補塡金等
� （　〃　 十） 15.315％

匿名組合契約等に基づく利
益の分配� （　〃 十一） 20.42％

（注）１　事業の所得のうち、組合契約事業から生ずる利益の配分については、20.42％の
税率で源泉徴収が行われます。
２　措法第41条の12の規定により同条に規定する一定の割引債の償還差益について
   は、18.378％（一部のものは16.336％）の税率で
　　また、措法第41条の12の２の規定により同条に規定する一定の割引債の償還金
に係る差益金額については、15.315％の税率で
３　資産の譲渡による所得のうち、国内にある土地若しくは土地の上に存する権利
又は建物及びその附属設備若しくは構築物の譲渡による対価（所令281の３に規定
するものを除きます。）については、10.21％の税率で源泉徴収が行われます。
４　上場株式等に係る配当等、公募証券投資信託（公社債投資信託及び特定株式投
資信託を除きます。）の収益の分配に係る配当等及び特定投資法人の投資口の配当
等については15.315％の税率が適用されます。

源泉徴収が行われます。

源泉徴収が行われます。
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（参考）　【外国法人に対する課税関係の概要】（改正後）
・財務省ホームページ「平成26年度 税制改正の解説」（686ページ）を基に作成しています。
・【法人税】の部分が、法人税の課税対象となる国内源泉所得となります。
　なお、平成28年４月１日以後に開始する事業年度分の法人税について適用されます（平26改正法附則25）。
・④及び⑤並びに⑺〜⒁の所得については、源泉徴収の対象となる国内源泉所得となります。
　なお、平成28年４月１日以後に支払うべき国内源泉所得について適用されます（平成26改正法附則19）。

区    分
（新法法141）

所得の種類
（新法法138）

PEを有する外国法人
PEを有しない
外国法人

（新法法141二）

源泉
徴収
（新所法
212①
213①）

PE帰属所得
（新法法141一イ）

PEに帰属しない
国内源泉所得

（新法法141一ロ）

（事業所得） 無
（注１）

② 国内にある資産の運用・保有
� 　（新法法138①二）
※下記⑺～⒁に該当するものを除く。

①
Ｐ
Ｅ
に
帰
せ
ら
れ
る
べ
き
所
得　

（新法法138①一）

【法人税】

無
（注２）

③ 国内にあ
る資産の譲渡
（新法法138①
三）
※右のものに
限る。

国内にある不動産の譲渡
� （新法令178一） 無

（注３）国内にある不動産の上に
存する権利等の譲渡
� （　〃　　　二）
国内にある山林の伐採又は譲渡
� （　〃　　　三）

無

買集めした内国法人株式の譲渡
� （　〃　　四イ）
事業譲渡類似株式の譲渡
� （　〃　　四ロ）
不動産関連法人株式の譲渡
� （　〃　　　五）
国内のゴルフ場の所有・経営
に係る法人の株式の譲渡　等
� （　〃　六、七）

④  人的役務の提供事業の対価
� （新法法138①四） 20.42%

⑤  国内不動産の賃貸料等
� （　〃　　　　五） 20.42%

⑥ その他の国内源泉所得
� （　〃　　　　六） 無

⑺ 債券利子等�（新所法161八）（注５） 【法人税】 15.315%

⑻ 配当等	�  （　〃　　　九）（注５） 20.42%
（注4）

⑼ 貸付金利子�（　〃　　　十）（注５） 20.42%
⑽ 使用料等� （　〃　　十一）（注５） 20.42%
⑾事業の広告宣伝のための賞金
� （　〃　　　十三）（注５） 【源泉徴収のみ】 20.42%

⑿ 生命保険契約に基づく年金等
� （　〃　　　十四）（注５） 20.42%

⒀ 定期積金の給付補塡金等
� （　〃　　　十五）（注５） 15.315%

⒁匿名組合契約等に基づく利益の分配
� （　〃　　　 十六）（注５） 20.42%
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（注）１　事業所得のうち、組合契約事業から生ずる利益の配分については、20.42％の税
率で源泉徴収が行われます。
２　245ページの（注）２を参照してください。
３　245ページの（注）３を参照してください。
４　245ページの（注）４を参照してください。
５　⑺から⒁の国内源泉所得の区分は所得税法上のもので、法人税法にはこれらの
国内源泉所得の区分は設けられていません。

Ⅱ　源泉徴収の対象となる国内源泉所得と源泉徴収税額
１　所得税法等に基づく源泉徴収

⑴　源泉徴収の対象となる国内源泉所得の範囲
　非居住者又は外国法人（以下「非居住者等」といいます。）が我が国
において、その所得について所得税又は法人税の課税を受ける場合、そ
の課税所得の範囲については、事業所等の拠点（恒久的施設）を有する
か否かによって差異があります。
　しかし、次の表４の所得については、原則として、その事業所等の拠
点の有無にかかわらず（「組合契約事業利益の配分」についてはその事
業所等の拠点がある場合に）、その支払の段階で一律に所得税及び復興
特別所得税の源泉徴収を受けることになっています。

（表４）【源泉徴収の対象となる国内源泉所得の範囲の概要】

所 得 の 区 分 内　　　　　　　　　容

組合契約事業利益の
配分
（所法161一の二）
（新所法161①四、平
26改正法附則19①）

　国内において組合契約に基づいて行う事業から生ずる利益
（その事業から生ずる収入からその収入に係る費用（所法第
161条第一号の三から第十二号までに掲げる国内源泉所得に
ついて源泉徴収された所得税及び復興特別所得税を含みま
す。）を控除したもの）について、その組合契約に基づいて
配分を受けるもの（所令281の２）。
　この場合の「組合契約」とは、次に掲げる契約をいいます。
①　民法第667条第１項に規定する組合契約
②�　投資事業有限責任組合契約に関する法律第３条第１項に
規定する投資事業有限責任組合契約
③�　有限責任事業組合契約に関する法律第３条第１項に規定
する有限責任事業組合契約
④　外国における契約で、①〜③に類する契約

土地等の譲渡対価
（所法161一の三）
（新所法161①五）

　国内にある次に掲げる土地等の譲渡対価のうち、その土地
等を自己又はその親族の居住の用に供するために譲り受けた
個人から支払われるもの（譲渡対価が１億円を超えるものを
除きます。）以外のもの（所令281の３）
①　土地及び土地の上に存する権利
②　建物及び建物の附属設備
③　構築物
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所 得 の 区 分 内　　　　　　　　　容

人的役務の提供事業
の対価
（所法161二）
（新所法161①六）

　国内において行う人的役務の提供を主たる内容とする事業
で、次に掲げる者の役務提供の対価（所令282）
①�　映画、演劇の俳優、音楽家、その他の芸能人、職業運動
家
②　弁護士、公認会計士、建築士、その他の自由職業者
③�　科学技術、経営管理、その他の分野に関する専門的知識
又は特別な技能を有する者

不動産の賃貸料等
（所法161三）
（新所法161①七）

　国内にある不動産、不動産の上に存する権利若しくは採石
権の貸付け、租鉱権の設定又は居住者若しくは内国法人に対
する船舶・航空機の貸付けによる対価

利子等
（所法161四）
（新所法161①八、平
26改正法附則19①）

　利子等のうち、次に掲げるもの
①�　日本国の国債、地方債又は内国法人の発行する債券の利
子
②�　外国法人の発行する債券の利子のうち国内において行う
事業に帰せられるもの
③　国内にある営業所に預けられた預貯金の利子
④�　国内にある営業所に信託された合同運用信託、公社債投
資信託又は公募公社債等運用投資信託の収益の分配

配当等
（所法161五）
（新所法161①九）

　配当等のうち、次に掲げるもの
①�　内国法人から受ける剰余金の配当、利益の配当、剰余金
の分配、金銭の分配又は基金利息
②�　国内にある営業所に信託された投資信託（公社債投資信
託及び公募公社債等運用投資信託を除きます。）の収益の
分配、特定受益証券発行信託の収益の分配

貸付金の利子
（所法161六）
（新所法161①十）

　国内において業務を行う者に対する貸付金で、その業務に
係るものの利子（所令283）

使用料等
（所法161七）
（新所法161①十一）

　国内において業務を行う者から受ける次の使用料又は対価
で、その業務に係るもの（所令284）
①　工業所有権等の使用料又はその譲渡による対価
②　著作権等の使用料又はその譲渡による対価
③　機械、装置及び車両等の使用料

給与等の人的役務の
提供に対する報酬等
（所法161八）
（新所法161①十二）

①�　俸給、給料、賃金、歳費、賞与又はこれらの性質を有す
る給与その他人的役務の提供に対する報酬のうち、国内に
おいて行う勤務その他の人的役務の提供に基因するもの
（所令285①）
②　公的年金等（所令285②）
③�　退職手当等のうち受給者が居住者であった期間に行った
勤務その他の人的役務の提供に基因するもの（所令285③）

事業の広告宣伝のた
めの賞金
（所法161九）
（新所法161①十三）

　国内において行う事業の広告宣伝のために、賞として支払
われる金品、その他の経済的利益（所令286）
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所 得 の 区 分 内　　　　　　　　　容

生命保険契約に基づ
く年金等
（所法161十）
（新所法161①十四）

　国内にある営業所等を通じて保険業法に規定する生命保険
会社、損害保険会社の締結する保険契約等に基づいて受ける
年金等（公的年金等を除きます。）（注２）（所令287）

定期積金の給付補塡
金等
（所法161十一）
（新所法161①十五）

　国内にある営業所等が受け入れたもので次に掲げるもの
①　定期積金の給付補塡金
②　銀行法第２条第４項の契約に基づく給付補塡金
③　抵当証券の利息
④　金投資口座等の差益
⑤　外貨投資口座等の為替差益
⑥　一時払養老保険、一時払損害保険等の差益

匿名組合契約等に基
づく利益の分配
（所法161十二）
（新所法161①十六）

　国内において事業を行う者に対する出資のうち、匿名組合
契約等に基づいて行う出資により受ける利益の分配（所令
288）

（注）１�　所得税法第161条第１号の２から第12号までに掲げる対価、使用料、給与、報酬
等（以下「対価等」といいます。）には、その対価等として支払われるものばかり
でなく、その対価等に代わる性質を有する損害賠償金その他これに類するものも
含まれます。また、「その他これに類するもの」には、和解金、解決金のほか、対
価等の支払が遅延したことに基づき支払われる遅延利息とされる金員で、その対
価等に代わる性質を有するものが含まれます（所基通161−６の２）。

　　２�　平成25年１月１日以後に支払を受けるべき生命保険契約等に基づく年金のうち、
年金の支払を受ける者と保険契約者とが異なる契約などの一定の契約に基づく年
金を除きます。

⑵　源泉徴収義務者と源泉徴収税額
イ　源泉徴収義務者
　非居住者等に対して国内において源泉徴収の対象となる国内源泉所
得の支払をする者は、その支払の際、所得税及び復興特別所得税を源
泉徴収し、納付する義務があります（所法212①）。
　なお、国内源泉所得の支払が国外において行われる場合であっても、
その支払者が国内に住所若しくは居所を有し、又は国内に事務所、事
業所その他これらに準ずるものを有するときは、国内において支払わ
れたものとみなして源泉徴収をする必要があります（所法212②）。
　また、組合契約事業から生ずる利益の配分については、組合契約を
締結している組合員（注）である非居住者等がその組合契約に定める計
算期間その他これに類する期間（これらの期間が１年を超える場合は、
これらの期間をその開始の日以後１年ごとに区分した各期間（最後に
１年未満の期間を生じたときは、その１年未満の期間）をいい、以下「計
算期間」といいます。）において生じた利益につき、金銭その他の資
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産の交付を受ける場合には、その配分をする者をその利益の支払をす
る者とみなし、その金銭等の交付をした日（その計算期間の末日の翌
日から２か月を経過する日までにその利益に係る金銭等の交付がされ
ない場合には、同日）においてその支払があったものとみなして源泉
徴収をする必要があります（所法212⑤）。
（注）　ここでいう「組合員」には、組合契約を締結していた組合員並びに外国

における組合契約に類する契約を締結している者及び締結していた者を含
みます（所令328の２）。

ロ　源泉徴収税額
　源泉徴収税額は、原則として国内源泉所得の支払金額に一定の税率
を乗じて求めた金額となりますが、年金や賞金のように、支払金額か
ら所定の控除額を差し引いた上で税率を乗じることとされているもの
もあります（所法213、所令329）。
　なお、税率及び控除額は次の図１のとおりです。
　また、支払を受ける非居住者等の居住地国と我が国との間に租税条
約が締結されている場合には、その条約で定められている税率（限度
税率）に軽減することになります（実施特例法３の２）。
　租税条約の適用により、限度税率が国内法（所得税法及び租税特別
措置法）に規定する税率以下となるものについては、復興特別所得税
を併せて源泉徴収する必要はありません（復興財確法33④一）。
　したがって、国内法の税率の方が租税条約上の限度税率よりも低い
ため、国内法の税率を適用するものについては、復興特別所得税を併
せて源泉徴収する必要があります。
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税　　率　（注2） 控　除　額

　払い込まれた保険料
又は掛金のうち、支払
われる年金の額に対応
する部分の金額

６万円
（注3）

年金の額に
係る月数×

50万円

土地等の譲渡対価（所法161一の三）

人的役務の提供事業の対価（所法161二） ⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

組合契約事業利益の配分（所法161一の二） ⇨

不動産の賃貸料等（所法161三）

102.1％

利子等（所法161四）

定期積金の給付補塡金等（所法161十一）

匿名組合契約等に基づく利益の分配（所法161十二）

使用料等（所法161七）

給与等の人的役務の提供に対する報酬（所法161八イ、ハ）

貸付金の利子（所法161六）

事業の広告宣伝のための賞金（所法161九）

公的年金等（所法161八ロ）

生命保険契約に基づく年金等（所法161十）

私募公社債等運用投資信託等の収
益の分配（措法８の２）

10％

20％

20％

15％

15％

20％

20％

15％

20％

配当等（所法161五）

（図１）【源泉徴収の対象となる国内源泉所得と税率等】

国 内 源 泉 所 得 の 種 類

× ＝

10.21％

20.42％

20.42％

15.315％

15.315％

20.42％

20.42％

15.315％

20.42％

※�　下図は、平成28年３月31日以前に支払うべきものに係る所得税法第161条の号（一
の二～十二）を記載しています。源泉徴収に関して、平成28年４月１日以後に支払
うべきものについては、適用される所得税法第161条の号が異なります。詳しくは「国
際課税原則の帰属主義への見直しの概要（源泉所得税関係）」（税制改正４ページ）
を参照してください。

税　　率　（注2） 控　除　額

　払い込まれた保険料
又は掛金のうち、支払
われる年金の額に対応
する部分の金額

６万円
（注3）

年金の額に
係る月数×

50万円

土地等の譲渡対価（所法161一の三）

人的役務の提供事業の対価（所法161二） ⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

⇨

組合契約事業利益の配分（所法161一の二） ⇨

不動産の賃貸料等（所法161三）

102.1％

利子等（所法161四）

定期積金の給付補塡金等（所法161十一）

匿名組合契約等に基づく利益の分配（所法161十二）

使用料等（所法161七）

給与等の人的役務の提供に対する報酬（所法161八イ、ハ）

貸付金の利子（所法161六）

事業の広告宣伝のための賞金（所法161九）

公的年金等（所法161八ロ）

生命保険契約に基づく年金等（所法161十）

私募公社債等運用投資信託等の収
益の分配（措法８の２）

10％

20％

20％

15％

15％

20％

20％

15％

20％

配当等（所法161五）

（図１）【源泉徴収の対象となる国内源泉所得と税率等】

国 内 源 泉 所 得 の 種 類

× ＝

10.21％

20.42％

20.42％

15.315％

15.315％

20.42％

20.42％

15.315％

20.42％

（注）１�　国内源泉所得の金額の中に消費税及び地方消費税相当額が含まれる場合に
は、消費税及び地方消費税を含めた金額が源泉徴収の対象金額となります。
ただし、国内源泉所得の支払を受ける者からの請求書等において国内源泉所
得の金額と消費税及び地方消費税相当額とが明確に区分されている場合に
は、その国内源泉所得の金額のみを源泉徴収の対象金額として差し支えあり
ません（平元直法６−１（最終改正平26課法９－１））。

　２�　国内源泉所得の金額に税率を乗じて算出された源泉徴収すべき所得税及び
復興特別所得税の額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てま
す。

　３�　年齢が65歳以上の人が受ける年金については、「10万円×年金の額に係る
月数」となります（措法41の15の３③）。
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ハ　外貨で表示されている支払額の邦貨換算
　源泉徴収の対象とされる所得の支払うべき金額が外貨で表示されて
いる場合には、その外貨表示の支払額を邦貨に換算し、税率を乗じて
税額を求めることとなります。この場合の邦貨への換算の方法は、そ
れぞれ次によります（所基通213−１、213−２）。
イ　外貨表示の金額を邦貨で支払う場合
　その支払に関する契約等において定められている換算方法等に
従って支払うこととなる邦貨の金額によります。
ロ　外貨表示の金額を外貨で支払う場合
①　その支払に関する契約等においてその支払期日が定められてい
るとき（支払うべき時期が月、週等の期間をもって定められてい
る場合を含みます。）
　　外貨で表示されている額をその支払うべき日（支払うべき時期
が月、週等の期間をもって定められている場合は、その期間の末
日とし、同日前にその支払が行われた場合は、その支払が行われ
た日とします。）のその支払をする者の主要取引金融機関（その
支払をする者がその外貨に係る対顧客直物電信買相場（以下「電
信買相場」といいます。）を公表している場合には、その支払を
する者）におけるその外貨に係る電信買相場により邦貨に換算し
た金額によります。
　　ただし、その支払が著しく遅延して行われている場合を除き、
その外貨で表示されている額を現に支払った日における電信買相
場により邦貨に換算した金額によることとしても差し支えありま
せん。
②　その支払に関する契約等においてその支払期日が定められてい
ないとき
　　外貨で表示されている額を現に支払った日における電信買相場
により邦貨に換算した金額によります。

（注）　邦貨換算の特例
　外貨で表示されている額に相当する対外支払手段をその支払うべき日
以後において外貨の売買業務を行う者から邦貨により購入して支払うと
きは、その支払が著しく遅延して行われる場合を除き、その支払うべき
外貨で表示されている額をその対外支払手段の購入に際し適用された外
国為替相場によって換算した金額を、その国内源泉所得の金額として差
し支えないこととされています（所基通213−３）。

ニ　源泉徴収税額の納付
　源泉徴収した所得税及び復興特別所得税は、原則として徴収した日
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の属する月の翌月10日までに、e-Taxを利用して納付するか又は「非
居住者・外国法人の所得についての所得税徴収高計算書（納付書）」（一
定の所得については他の所得税徴収高計算書（納付書）。11ページ参照）
を添えて最寄りの金融機関若しくは所轄の税務署の窓口で納付します
（所法212①、220、所規80、国税通則法34①、復興財確法28⑤、復興
特別所得税省令６）。
　なお、非居住者等の所得については、国内源泉所得の支払が国外で
行われる場合であっても、その支払者が国内に住所若しくは居所を有
するか又は国内に事務所、事業所その他これらに準ずるものを有する
ときは、国内において支払われたものとみなして源泉徴収の対象とす
ることになっており、この場合の納付期限は、事務手続等を考慮して
翌月10日ではなく、翌月末日となっています（所法212②）。

２　租税特別措置法等に基づく源泉徴収
⑴　償還差益に対する源泉徴収（発行時源泉徴収）
　割引債を発行する者は、その割引債の発行の際にその割引債を取得す
る個人又は法人から次により計算した額の所得税及び復興特別所得税を
源泉徴収し、その発行した月の翌月10日までに、e-Taxを利用して納付
するか又は「償還差益の所得税徴収高計算書（納付書）」を添えて最寄
りの金融機関若しくは所轄の税務署の窓口で納付します（措法41の12、
措令26の９の２、26の10①、措規19の４①、国税通則法34①）。

（券面金額−発行価額）（※）×18.378％
（※）　外国法人により国外において発行された割引債に係るものについては、そ

の償還差益のうちその外国法人が国内において行う事業に帰せられる部分の
金額となります（措法41の12③、措令26の９の２②）。

（注）�　源泉徴収の対象となる割引債の範囲などは171ページの「Ⅴ　割引債の償
還差益等に対する源泉徴収」を参照してください。

⑵　割引債の償還金に係る差益金額に対する源泉徴収（償還時源泉徴収）
　国内において非居住者等に対して割引債の償還金の支払をする者は、
その支払の際、その割引債の償還金に係る差益金額に15.315％の税率を
乗じて計算した所得税及び復興特別所得税を源泉徴収し、その徴収の日
の属する月の翌月10日までに、e-Taxを利用して納付するか又は「割引
債の償還金に係る差益金額の所得税徴収高計算書（納付書）」を添えて、
最寄りの金融機関若しくは所轄の税務署の窓口で納付します（措法41の
12の2②、措令26の17⑨、措規19の5⑥⑦、国税通則法34①）。
（注）　源泉徴収の対象となる割引債の範囲などについては172ページの「Ⅵ　割

引債の償還金に係る差益金額に対する源泉徴収の特例」を参照してください。
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⑶　懸賞金付預貯金等の懸賞金等に対する源泉徴収
　非居住者等に対し、懸賞金付預貯金等の懸賞金等の支払等をする者は、
その支払等の際、15.315％の税率によって計算した所得税及び復興特別
所得税を源泉徴収し、その懸賞金等を支払った月の翌月10日までに、
e-Taxを利用して納付するか又は「非居住者・外国法人の所得について
の所得税徴収高計算書（納付書）」を添えて最寄りの金融機関若しくは
所轄の税務署の窓口で納付します（措法41の９、国税通則法34①）。
　なお、非居住者が支払を受けるものについては、この源泉徴収だけで
納税が完結する源泉分離課税が適用されます（措法41の９①）。
（注）　源泉徴収の対象となる懸賞金等の範囲などは170ページの「Ⅱ　懸賞金付

預貯金等の懸賞金等に対する源泉徴収」を参照してください。

⑷　未成年者口座等において契約不履行等事由が生じた場合の源泉徴収
　未成年者口座及び課税未成年者口座を開設する国内に恒久的施設を有
する非居住者について、その非居住者が３月31日において18歳である年
の前年12月31日までに、これらの口座からの上場株式等の払出しなどの
契約不履行等事由が生じた場合には、その口座が開設されている金融商
品取引業者等は、その契約不履行等事由が生じた際に、一定の譲渡対価
の額又は配当等の額に対して、15.315%の税率による所得税及び復興特
別所得税を徴収して納付します（措法９の９②、37の14の２⑧）。
（注）　未成年者口座等において契約不履行等事由が生じた場合の源泉徴収制度に

ついては227ページの「⑸　契約不履行等事由が生じた場合の源泉徴収」を
参照してください。

⑸　特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等の源泉徴収
　国内に恒久的施設を有する非居住者が行う有価証券の譲渡による所得
のうち一定のものについては、「申告分離課税」による課税を建前とし
つつ、特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等に対する源泉徴収
制度が設けられています。
　特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等に対する源泉徴収制度
は、納税者が源泉徴収の選択をした特定口座を通じて上場株式等の譲渡
等（信用取引及び発行日取引を含みます。）を行ったことにより一定の
方法により計算した差益が生じた場合に、その譲渡対価の支払をする金
融商品取引業者等がその差益に対し15.315％の税率による所得税及び復
興特別所得税を徴収して納付するものです（措法37の11の４）。

（注）　特定口座に係る源泉徴収制度については231ページの「第９　特定口座内
保管上場株式等の譲渡による所得等の源泉徴収事務」を参照してください。
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⑹　外国特定目的信託の利益の分配又は外国特定投資信託の収益の分配に
対する源泉徴収
　非居住者等に対し、国内において外国特定目的信託の利益の分配又は
外国特定投資信託の収益の分配の支払をする者は、その支払の際、
20.42％の税率によって計算した所得税及び復興特別所得税を源泉徴収
し、その支払った月の翌月10日までに、e-Taxを利用して納付するか又
は「非居住者・外国法人の所得についての所得税徴収高計算書（納付書）」
を添えて最寄の金融機関、所轄の税務署の窓口で納付しなければなりま
せん（措法９の６④、国税通則法34①）。
　また、外国特定目的信託の利益の分配又は外国特定投資信託の収益の
分配の支払が国外において行われる場合には、国内において支払うもの
とみなされ、その支払った月の翌月末日までに源泉徴収税額を納付しな
ければなりません（措法９の６⑤）。
　なお、非居住者のうち、①一年を超える建設作業を行う者、②一定の
要件を備える代理人等を有する者及び③国内に恒久的施設を有しない者
が支払を受けるもの（①及び②が支払を受けるものについては、国内事
業に帰せられないものに限ります。）については、この源泉徴収だけで
納税が完結する源泉分離課税が適用されます（措法９の６②④）。
（注）　措法９の６の規定は、平成28年３月31日以前に支払を受けるべきものに限

り適用があります。

Ⅲ　源泉徴収制度の特例
１　所得税法による課税の特例

⑴　源泉徴収免除制度
イ　意義
　非居住者のうち我が国に恒久的施設を有する者が支払を受ける国内
源泉所得については、原則として総合課税の対象となり、外国法人の
うち我が国に恒久的施設を有する者が支払を受ける国内源泉所得につ
いては、原則として法人税及び復興特別法人税の課税の対象となって
いますが、事業及び資産の所得（一号所得）（新一号〜新三号所得、
新十七号所得）以外の所得については、その支払を受ける際に源泉徴
収が行われることになっています（所法７①、212①）。
　したがって、特定の所得、例えば、不動産の賃貸料や貸付金の利子
などについては、その支払を受ける際に源泉徴収されることによって、
居住者又は内国法人と異なる取扱いを受けることとなります。
　しかしながら、我が国に恒久的施設を有して事業活動を行っている
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非居住者等は、居住者又は内国法人と同様の状況にあることから、一
定の要件を満たす場合には、非居住者等に対してのみ源泉徴収の対象
とされている特定の所得について源泉徴収の免除を認めるなどによっ
て、居住者又は内国法人と同様の取扱いを受けることができることと
されています。

ロ　制度の概要
　我が国に恒久的施設を有する非居住者等が、納税地の所轄税務署長
から源泉徴収免除証明書の交付を受け、この免除証明書を国内源泉所
得の支払者に提示した場合には、その免除証明書の有効期間内にその
支払者が支払う国内源泉所得のうち特定のものについては、源泉徴収
を要しないこととされています（所法180、214）。

（注）�　組合契約を締結している者にあっては、組合契約事業以外の事業につき
恒久的施設を有する非居住者等に該当する者に限ります（所令305の２、
331の２）。

　なお、非居住者等が我が国に有している恒久的施設の形態が１年を
超える建設作業等又は代理人等である場合には、その建設作業等や代
理人等に帰せられる部分の所得に限り源泉徴収が免除されます。
　この源泉徴収の免除の対象となる国内源泉所得は、所得税法第161
条に掲げるもののうち、次のものに限られます。
※�　新◯号については、外国法人が平成28年４月１日以後に支払を受けるべき
ものから適用されます。
①　組合契約事業から生ずる利益の配分（一号の二）（新四号）
②　外国法人に支払う土地等の譲渡対価のうち、所得税法第13条第１
項ただし書に規定する信託で国内にある営業所に信託されたものの
信託財産に帰せられるものに係るもの（一号の三）（新五号）
③　人的役務提供事業の対価（二号）（新六号）
④　不動産の賃貸料等（三号）（新七号）
⑤　貸付金の利子（六号）（新十号）
⑥　使用料等（非居住者については、所得税法第204条第１項第１号
の報酬・料金に該当するものを除きます。）（七号）（新十一号）
⑦　非居住者に支払う人的役務の提供に対する報酬（給与を除き、ま
た、所得税法第204条第１項第５号の人的役務の提供に関する報酬・
料金以外の報酬を除きます。）（八号イ）（新十二号イ）
⑧　事業の広告宣伝のための賞金（外国法人に限ります。）（九号）（新
十三号）
⑨　生命保険契約に基づく年金等（非居住者については、その支払額
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が25万円以上のものを除きます。）（十号）（新十四号）
⑵　非居住者の人的役務提供の対価の報酬
　非居住者等が人的役務提供事業の対価（所法161二、新所法161①六）
について源泉徴収を受けた場合において、その対価のうちから非居住者
に支払われるその人的役務の提供の対価（所法161八、新所法161①
十二）については、その支払の際に源泉徴収があったものとみなされま
す（所法215、復興財確法28④）。
　したがって、国内に恒久的施設を有しない非居住者については、原則
として確定申告を要しなくなります。

２　租税特別措置法による課税の特例
　非居住者等が支払を受ける次の利子などについては、所得税が非課税と
されています。
⑴　振替国債等の利子・償還差益の非課税
　非居住者等が支払を受ける振替国債及び平成20年１月１日以後に支払
を受けるべき振替地方債（以下「振替国債等」といいます。）の利子（非
課税適用申告書や更新申告書を提出するなど一定の要件を満たす必要が
あります。）並びに平成22年４月１日以後に取得する振替国債等の償還
差益（振替国債等の償還により受ける金額がその振替国債等の取得価額
を超える場合におけるその差益をいいます。）（措法５の２、41の13①）。

⑵　振替社債等の利子等・償還差益の非課税
　非居住者等が支払を受ける特定振替社債等（振替社債等のうち、その
利子又は剰余金の配当（以下「利子等」といいます。）の額が振替社債
等の発行者等の利益の額等に連動するものを除いたものをいいます。）
の利子等（非課税適用申告書や更新申告書を提出するなど一定の要件を
満たす必要があります。）及び償還差益（特定振替社債等の償還により
受ける金額がその特定振替社債等の取得価額を超える場合におけるその
差益をいいます。）。ただし、発行者と特殊の関係のある者が支払を受け
るものを除きます（措法５の３、41の13②）。

⑶　民間国外債の利子・償還差益の非課税
　内国法人及び外国法人が平成10年４月１日（外国法人が発行するもの
については、平成20年５月１日）以後に発行した民間国外債（その利子
の額が民間国外債の発行者等の利益の額等に連動するものを除き、外国
法人が発行した債券については、その外国法人が国内において行う事業
に帰せられるものに限ります。）につき、非居住者等に対して支払う利
子（非課税適用申告書を提出するなど一定の要件を満たす必要がありま
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す。）及び償還差益（民間国外債の償還により受ける金額がその民間国
外債の取得価額を超える場合におけるその差益をいいます。）。ただし、
発行者と特殊の関係のある者が支払を受けるものを除きます（措法６、
41の13③）。

⑷　特別国際金融取引勘定において経理された預金等の利子の非課税
　外国為替及び外国貿易法第21条第３項に規定する金融機関が、平成10
年４月１日以後に、同項に規定する非居住者であることの一定の証明が
された外国法人から受け入れた預金又は借入金で、特別国際金融取引勘
定（オフショア勘定）において経理したものについてその外国法人が支
払を受ける利子（措法７）。

⑸　特定振替割引債の償還金に係る差益金額の非課税
　非居住者等が支払を受ける特定振替割引債（非課税適用申告書や更新
申告書を提出するなど一定の要件を満たす必要があります。）の償還金
に係る差益金額。ただし、発行者と特殊の関係のある者が支払を受ける
ものを除きます（措法41の13の３）。

⑹　外国金融機関等の店頭デリバティブ取引の証拠金に係る利子の非課税
イ�　外国金融機関等（一定の銀行業、金融商品取引業又は保険業を営む
外国法人をいいます。以下ロにおいて同じです。）が国内の金融機関
等との間で平成30年３月31日までに行う店頭デリバティブ取引に係る
証拠金につき、その国内の金融機関等から支払を受ける利子（措法42
①）
ロ�　外国金融機関等が、平成30年３月31日までに行う店頭デリバティブ
取引に基づく相手方の債務を金融商品取引清算機関が負担した場合
に、その金融商品取引清算機関に対して預託する一定の証拠金につき
その外国金融機関等が支払を受ける利子又は国内の金融機関等が平成
30年３月31日までに行う店頭デリバティブ取引に基づく相手方の債務
を外国金融商品取引清算機関が負担した場合に、その国内の金融機関
等に対して預託する一定の証拠金につき、その外国金融商品取引清算
機関が支払を受ける利子（措法42②）

⑺　外国金融機関等の債券現先取引等に係る利子の非課税
　外国金融機関等（一定の銀行業・金融商品取引業・保険業を営む外国
法人、外国の中央銀行又は国際機関）が、一定の要件を満たす債券の買
戻又は売戻条件付売買取引、又は一定の有価証券に係る現金又は有価証
券を担保とする有価証券の貸付け又は借入れを行う取引につき、一括清
算法の対象者である国内の金融機関等又は日本銀行から支払を受ける利
子（措法42の２）。
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３　租税条約による課税の特例
⑴　租税条約による課税の特例の概要
　非居住者等の居住地国と我が国との間で租税条約が締結されている場
合には、その租税条約の定めるところにより、その非居住者等が支払を
受ける国内源泉所得に対する課税が軽減又は免除される場合があります。
　この課税の免除又は軽減を受けようとするときは、所定の事項を記載
した届出書（添付書類が必要な場合にはその添付書類も含みます。）を
その国内源泉所得の源泉徴収義務者を経由して税務署に提出する必要が
あります。
　現在、租税条約に定める特例のうち、源泉徴収に関するものの概要は
次のとおりです。
イ　利子、配当、使用料に対する課税の軽減又は免除の特例
　利子、配当、工業所有権等の使用料については、租税条約により、
源泉所得税及び復興特別所得税が軽減又は免除されることがあります。

ロ　上記イ以外の所得に対する免税の特例
イ　芸能人等の人的役務の提供事業の対価を免税とするもの
　芸能人等の人的役務の提供事業の対価であっても、この提供事業
を行う者が日本国内に恒久的施設を有しない場合等に免税とするも
のです。
　ただし、租税条約に次の規定がある場合には、適用されません。
①　芸能人等が人的役務の提供を行う国に恒久的施設を有するもの
とみなす規定
②　芸能人等の役務提供事業の所得は、役務提供地で課税できると
する規定
③　人的役務を提供する芸能人等がその雇用者である法人の所有者
である場合（いわゆる「ワンマンカンパニー」）の適用除外に関
する規定

ロ　船舶、航空機の貸付けの対価を免税（国際運輸業所得の免税）と
するもの
ハ　特許権等の譲渡対価を免税とするもの
ニ　短期滞在者に支払う報酬を免税とするもの
ホ　その他の特例として、次の者の人的役務の提供に対する報酬等を
免税とするもの
①　自由職業者
②　学生、事業修習者等
③　教授等
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④　政府職員
ハ　所得源泉地についての特例
　租税条約において、所得源泉地に関して国内法と異なる定めを規定
している場合には、その租税条約の定めるところに従って、国内源泉
所得の範囲を判定することになります（所法162、法法139）。

⑵　租税条約に基づく軽減又は免除を受けるための手続
イ　租税条約に関する届出書の提出
　租税条約に基づく所得税及び復興特別所得税の軽減又は免除を受け
るためには、源泉徴収の対象となる国内源泉所得の支払を受ける者が、
「租税条約に関する届出書」（特典条項の適用がある租税条約の規定に
基づき所得税及び復興特別所得税の軽減又は免除を受ける場合には、
「特典条項に関する付表（様式17）」及びその添付書類を含みます。以
下同じです。（注））を支払の日の前日までにその源泉徴収義務者を経由
して源泉徴収義務者の納税地の所轄税務署長に提出する必要がありま
す（実施特例省令１の２、２〜３、４〜９、９の５〜９の９、復興特
別所得税省令８③一、二）。
　また、措置法第９条の３の２第１項に規定する上場株式等の配当等
（同項に規定する利子等を除きます。以下「相手国居住者等上場株式
等配当等」といいます。）について、租税条約に基づく所得税及び復
興特別所得税の軽減又は免除を受ける場合に、「租税条約に関する特
例届出書」（特典条項の適用がある租税条約の規定に基づき所得税及び
復興特別所得税の軽減又は免除を受ける場合には、「特典条項に関す
る付表（様式17）」及びその添付書類を含みます。（注））を源泉徴収義
務者である支払の取扱者を経由して、その支払の取扱者の納税地の所
轄税務署長に提出したときは、その提出の日以後その支払の取扱者か
ら交付を受ける全ての相手国居住者等上場株式等配当等について、上
記の「租税条約に関する届出書」の提出をしたものとみなされます（実
施特例省令２～２の５、９の５～９の９、復興特別所得税省令８③一、二）。
　なお、「租税条約に関する特例届出書」を提出した場合には、当該
特例届出書を受理した支払の取扱者は、当該特例届出書を提出した者
から配当等に関する事項の通知を受け、通知を受けた事項等を光ディ
スク等に記録して、その支払の取扱者の納税地の所轄税務署長に提出
しなければならないこととなります（実施特例省令２～２の５）。
　これらの届出書の提出がない場合には、国内法の規定による税率で
源泉徴収を行うことになります。
（注）　特典条項の適用がある租税条約の規定に基づき所得税及び復興特別所得
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税の軽減又は免除を受ける場合には、原則として届出書に相手国の居住者
証明書の添付が必要とされていますが、次のことを条件に、その添付を省
略することができます（実施特例省令９の10、復興特別所得税省令８③一）。
①　届出書を提出しようとする者は、その提出の際、居住者証明書の原本
を源泉徴収義務者に提示すること（この場合の居住者証明書とは、提示
の日前１年以内に作成（発行）されたものに限ります。）。
②　届出書を提出しようとする者は、源泉徴収義務者から、「条約届出書
の記載内容につき居住者証明書の原本により確認をした旨」の記載を届
出書に受けて、税務署長に提出すること。
（※）　源泉徴収義務者は、提示を受けた居住者証明書の写しを作成し、

これを国内にある事務所、事業所その他これに準ずるものの所在地
において提示の日から５年間保存する必要があります。

ロ　源泉徴収税額の還付請求
イ　租税条約に関する源泉徴収税額の還付請求書
　上記イの「届出書」の提出という手続は、租税条約に基づく軽減
又は免除を受けるためのものですが、次の場合には、「届出書」と
ともに「租税条約に関する源泉徴収税額の還付請求書（様式11）」
を提出することにより、軽減又は免除の適用を受けた場合の源泉徴
収税額と国内法の規定による税率により源泉徴収された所得税及び
復興特別所得税の額との差額について還付を受けることができ、最
終的に租税条約の適用を受けることとなります。
①　租税条約の相手国の居住者である自由職業者、芸能人若しくは
運動家又は短期滞在者に該当する個人が、２以上の支払者から給
与又は報酬の支払を受けるため、その給与又は報酬につき届出書
を提出することができないことに基因して源泉徴収された所得税
及び復興特別所得税の額について還付請求をするとき
②　租税条約の相手国からの留学生、事業等の修習者又は交付金等
の受領者に該当する個人が、２以上の支払者から人的役務の対価
としての俸給、給料、賃金その他の報酬の支払を受けるため、そ
の報酬につき届出書を提出することができないことに基因して源
泉徴収をされた所得税及び復興特別所得税の額について還付請求
をするとき
③　租税条約の規定が遡及して適用される場合で、その規定の適用
を受ける者が、租税条約の適用開始日以後その効力発生の日まで
の間に支払を受けた国内源泉所得につき源泉徴収をされた所得税
及び復興特別所得税の額のうち、その租税条約の規定に基づき軽
減又は免除を受けるべき金額について還付請求をするとき
④　①又は②に掲げる場合以外の場合で、その支払を受ける所得に
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つき租税条約に関する届出をしなかったことに基因してその所得
につき源泉徴収をされた所得税及び復興特別所得税の額のうち、
租税条約の規定に基づき軽減又は免除を受けるべき金額について
還付請求をするとき

ロ　割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書
　一定の割引債の償還差益については、割引債の発行時に18.378％
（特定のものは16.336％）の税率で源泉徴収が必要とされていますが
（措法41の12）、租税条約によってはこの差益に対する課税が軽減又
は免除されることがあります。
　この場合、「租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収
税額の還付請求書」を提出して、租税条約上の軽減又は免税の適用
を受けた場合との差額の還付を受けることにより調整されることに
なります（実施特例省令３の４、復興特別所得税省令８③一、二）。
（注）�　割引債の範囲については、171ページの「Ⅴ　割引債の償還差益に対

する源泉徴収」を参照してください。

４　実施特例法等による源泉徴収の特例
　租税条約の規定により免税とされる非居住者等が免税芸能法人等に該当
する場合には、その免税芸能法人等が支払を受ける芸能人等の役務提供事
業の対価に対していったん所得税及び復興特別所得税の源泉徴収をする必
要があります（実施特例法３①）。その源泉徴収された所得税及び復興特
別所得税については、免税芸能法人等が芸能人等に対して支払う役務提供
報酬から源泉徴収をして、その所得税及び復興特別所得税を納付した後に
「租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の
還付請求書（様式12）」を提出することにより還付されます。この場合、
この還付金の一部をその納付すべき所得税及び復興特別所得税に充当する
こともできることとされています（実施特例法３②③、同省令１の３、復
興財確法33①、復興特別所得税省令８③一、二）。
（注）　免税芸能法人等とは、国内において、映画若しくは演劇の俳優、音楽家その

他の芸能人又は職業運動家の役務の提供を主たる内容とする事業を行う非居住
者又は外国法人のうち、次のいずれかに該当することを要件として租税条約の
規定により免税とされる者をいいます（措法41の22①）。
①　国内に居所や事務所、事業所等を有しないこと。
②　その支払を受ける芸能人等の役務提供事業の対価が、国内に有する恒久的
施設に帰せられないこと。

 【免税芸能法人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収の具体例】
　次の図は、日本国内に恒久的施設を有していないことによって租税条約の規定に基づ
き日本国の租税が免除される免税芸能法人等が日本国内で芸能人や運動家の役務提供事
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業を行ったことによる対価についての源泉徴収と還付の手順（①〜④）を示したものです。
　ここでは、免税芸能法人等（プロモーター）が、日本国内で非居住者である芸能人の
役務提供を行うことによって日本の興行主（スポンサー）から1,000万円の対価の支払を
受け、芸能人や他のプロモーターにその対価のうちから700万円の報酬を支払う例を示し
ています（なお、源泉所得税及び復興特別所得税については、おおよその金額を表示し
ています）。

源泉徴収

③
還
付
請
求

源泉徴収

スポンサー
847万円 557万円

プロモーター

ス ポ ン サ ー の 所 轄 税 務 署

芸能人や他の
プロモーター

①源泉所得税
　及び復興特
　別所得税
 （153万円）

1,000万円
（－153万円）

700万円
［－143万円］

②源泉所得税
　及び復興特
　別所得税
 ［143万円］

④還 付 金
［153万円］

（注）１　上記のプロモーターは、芸能人への報酬の支払に対する源泉徴収税額の納付
に税務署からの還付金の一部を充てること（充当）ができます。
２　上記のプロモーターは、「免税芸能法人等に関する届出書」を提出しているこ
とから、スポンサーからプロモーターへ支払われる対価については、15.315％の
源泉徴収税率が適用されています（措法41の22③、措令26の32③、措規19の14）。

Ⅳ　源泉徴収の対象となる国内源泉所得の取扱い
１　組合契約事業から生ずる利益の配分（一号の二所得）（新四号所得）
　民法上の組合契約や投資事業有限責任組合契約、有限責任事業組合契約、
外国におけるこれらに類する契約に基づいて国内において行う事業から生
ずる利益で、それらの契約に基づいて配分を受けるものについては、組合
員である非居住者等の国内源泉所得とされ、源泉徴収の上、総合課税の対
象とされています。

国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

１　国内源泉所得の範囲
　�　国内において民法に規定する組合契
約など次の⑴に掲げる契約（以下「組
合契約」といいます。）に基づいて行
う事業（以下「組合契約事業」といい
ます。）から生ずる利益で、その組合
契約に基づいて配分を受けるものが国

１　原則的取扱い
　�　租税条約では、事業所得条項が適用
されます。租税条約において、事業所
得は、非居住者等が国内に有する恒久
的施設を通じて国内において事業を行
う場合に、その恒久的施設に帰せられ
る部分に対してのみ我が国で課税され
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国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

　内源泉所得に該当します。
　※�　これに該当するもののうち、平成28年
４月１日から同年12月31日までの間に支
払うべきものに係る源泉徴収（所法212）
の対象は、組合契約に基づいて恒久的
施設を通じて行う事業から生ずる利益で
その組合契約に基づいて配分を受ける
ものに限ります（平26改正法附則19①）。

⑴�　対象となる組合契約の範囲（所法
161一 の 二、 所 令281の2①、 新 所 法
161①四、平26改正法附則19①）
　　①�　民法第667条第１項に規定する

組合契約
　　②　投資事業有限責任組合契約
　　③　有限責任事業組合契約
　　④�　外国における①〜③に類する契

約
　⑵�　組合契約事業から生ずる利益（所

法161一の二、所令281の２②、新
所法161①四、平26改正法附則19①）

　　�　次の算式により計算したもののう
ち組合契約を締結している者（組合
契約を締結していた者を含みます。
以下、「組合員」といいます。）がそ
の組合契約に基づいて配分を受ける
ものをいいます。

国内において
組合契約に基
づいて行う事
業から生ずる
収入（上記※
参照）

左の収入に係
る費用（注）

　�ます。したがって、国内に恒久的施設
が存在しない場合や、恒久的施設が存
在していてもその恒久的施設に組合契
約事業から生ずる利益が帰属していな
い場合には、その利益については我が
国において課税されないことになりま
す。

　（注）�　組合契約事業は、組合員の共同事
業ですから、組合契約事業の事務所
等が恒久的施設に該当する場合には、
全ての組合員が国内に恒久的施設を
有することになります。これは、国
内法の適用においても同様です。

２　租税条約上の恒久的施設
　�　国内法上の恒久的施設の範囲と租税
条約上の恒久的施設の範囲は、異なっ
ていることがあります。国内法上、恒
久的施設に該当する場合であっても、
租税条約上、恒久的施設に該当しない
場合には、租税条約に関する届出書の
提出により源泉徴収の必要はないこと
となりますので、租税条約の規定をよ
く確認する必要があります。

　（注）�　所得税法第161条第１号の３から第12号（新所得税法第161条第1項第５号から第16号）
までに掲げる国内源泉所得について同法第212条第１項の規定により源泉徴収された
所得税及び併せて徴収された復興特別所得税を含みます。

２　源泉徴収
　⑴　源泉徴収義務者
　　�　組合員である非居住者等が、組合契約事業の計算期間において生じた利益に
ついて金銭その他の資産（以下「金銭等」といいます。）の交付を受ける場合に
は、所得税法上、その利益の配分をする者がその利益の支払をする者とみなされ、
源泉徴収義務者となります（所法212⑤）。

　　�　なお「配分をする者」とは、配分を受けるべき組合員の全てをいいますから、
組合員の全員が源泉徴収義務者となります（所基通212−４）。
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　⑵　源泉徴収すべき日
　　�　金銭等の交付をした日（計算期間の末日の翌日から２か月を経過する日まで
にその利益に係る金銭等の交付がされない場合には、同日）においてその金銭
等に係る利益の支払があったものとみなして、源泉徴収をすることとなります
（所法212⑤）。

３　源泉徴収を要しないもの
　�　国内に組合契約事業に関する恒久的施設も、それ以外の事業についても恒久的
施設がない場合には、その組合員である非居住者等が受ける利益については源泉
徴収をする必要がありません（所法212①）。

４　外国組合員に対する課税の特例
　�　投資事業有限責任組合契約（外国におけるこれに類するものを含みます。以下、
「投資組合契約」といいます。）を締結している組合員である非居住者又は外国法
人（以下、併せて「外国組合員」といいます。）で、この投資組合契約に基づいて
行う事業につき国内に恒久的施設を有する外国組合員のうち、次に掲げる要件を
満たすものは、国内に恒久的施設を有しない外国組合員とみなされます（措法41
の21①）。

　⑴　適用要件（措法41の21①）
　　①�　この投資組合契約によって成立する投資組合（以下「投資組合」といいます。）

の有限責任組合員であること
　　②　この投資組合契約に基づいて行う事業に係る業務の執行を行わないこと
　　③　この投資組合の組合財産に対する持分割合が25％未満であること
　　④　この投資組合の無限責任組合員と特殊の関係にある者でないこと
　　⑤�　この投資組合契約に基づいて国内において事業を行っていないとしたなら

ば、国内に恒久的施設を有しない者に該当すること
　　※�　投資組合契約を締結している外国法人が、平成28年４月１日以後に支払を受ける

べき国内源泉所得については、投資組合契約に基づいて恒久的施設を通じて事業を
行うもののうち、上記①から④及び「⑤　この投資組合契約に基づいて恒久的施設
を通じて事業を行っていないとしたならば、恒久的施設帰属所得を有しないこと」
の適用要件を満たすものが、この特例の対象となります。

　⑵　適用手続（措法41の21③）
　　�　一定の要件を満たす外国組合員が、所定の事項を記載した書類（特例適用申
告書）に、上記⑴の①から③の要件を満たすことを証する書類を添付したものを、
投資組合の無限責任組合員で組合利益の配分の取扱いをする者を経由して、組
合利益の支払事務の取扱いを行う事務所等の所在地の所轄税務署長に提出し、
かつ、原則としてその投資組合の組合契約締結の日からその提出の日まで継続
して上記⑴の①から⑤の要件を満たしている場合に限り、その提出の日以後、
国内に恒久的施設を有しないものとして取り扱われます。

　　�　なお、その外国組合員が上記⑴の①から⑤の要件のいずれかを満たさなくなっ
た場合には、その満たさないこととなった日以後は、一定の事由が生じるまで
の間は、この取扱いは適用されません。

２　土地等の譲渡対価（一号の三所得）（新五号所得）
　国内法上、非居住者等が日本国内にある土地及び建物等の不動産を譲渡
した場合については、その譲受対価を支払う者が、その支払の際に源泉徴
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収をしなければならないこととされており、租税条約においても、その不
動産の所在地国に課税権を認めるのが一般的です。

国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

１　原則的取扱い
　�　土地等の譲渡対価については、他の
資産の譲渡による所得とは区分して源
泉徴収を要することとされています。

　⑴　源泉徴収義務者
　　�　源泉徴収義務者には「土地等の譲
渡対価の支払をする者」が全て含ま
れることになっており、給与の源泉

　租税条約では、土地等の譲渡による所
得については、その土地等の所在地国に
課税権を与える源泉地国課税が通例とさ
れています。
　我が国が締結した租税条約の多くは、不
動産の譲渡等について別途規定を設けて
おり、その適用に当たっては、各国の租税
条約を個々に検討する必要があります。

　　�徴収義務者となっているか否か等は
　　影響しないので、一般の給与所得者も源泉徴収義務者となり得ます。
　　�　ただし、居住用のために、比較的少額な不動産を譲り受けた個人に対してま
で源泉徴収義務を課すことについては適当でないとの考え方から、一定の適用
除外措置が講じられています。

　　�　また、源泉徴収義務が免除されている国際復興開発銀行（世界銀行）やアジア開
発銀行等の国際機関は除かれます（国際復興開発銀行協定（世銀協定）７⑨⒜他）。

　⑵　土地等の譲渡者である非居住者等
　　�　源泉徴収は、非居住者等から土地等を譲り受けた場合に行うこととなります
が、この場合の非居住者等とは次の者をいいます。

　　イ　非居住者
　　　�　国内に住所を有しない個人で国内に引き続き１年以上居所を有しない者を

いいます。
　　　�　したがって、日本人であっても、海外企業への出向や海外勤務等で海外で

継続して１年以上居住する予定で出国した人は、非居住者となります。
　　　�　ただし、国内に居住する外国の大使及び外交官である大公使館職員は、人

的非課税とされていますので、これらの人の有する土地等の譲渡による対価
については源泉徴収をする必要はありません。

　　ロ　外国法人
　　　�　国内に支店を有するかどうかにかかわらず、国内に本店や主たる事務所を

有しない法人をいいます。
　　　�　なお、土地等の譲渡対価に係る源泉徴収については、所得税法第13条第１

項ただし書に規定する信託で、国内にある営業所に信託されたものの信託財
産に帰せられるものに係るものを除き、「国内に恒久的施設を有する非居住者
又は外国法人の受ける国内源泉所得に係る源泉徴収免除制度」の適用はあり
ません（所法180①）。



−267−

国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

　　【土地等の区分と源泉徴収】

⑶　土地等の範囲
　�　「土地等」を源泉徴収の
対象となるものとならない
ものとに区分すると、右の
図のようになります。

対

象

源
泉
徴
収
の

イ�　土地又は土地の上に存す
る権利
ロ　建物及びその附属設備
ハ　構築物
　　�（所法161一の三、新所法
161①五）

対

象

外

源
泉
徴
収
の

ニ�　鉱業権（租鉱権及び採石
権その他土石を採掘し又は
採取する権利を含む。）
ホ　温泉を利用する権利
ヘ　借家権
ト　土石（砂）
　　（所基通161－７）

２　源泉徴収を要しないもの
　�　土地等の譲渡対価の額が１億円以下で、その土地等を個人が自己又はその親族
の居住の用に供するために譲り受けたものである場合には、その個人が支払う譲
受対価については、源泉徴収をする必要はないことになっています（所令281の３）。
　（注）�　「個人の居住用」であるということが要件となっているため、譲受者が法人

の場合は、源泉徴収をすることとなります。

３　人的役務の提供事業の対価（二号所得）（新六号所得）
　人的役務の提供を主たる内容とする事業の対価については、国内法上は、
一般の事業所得と区分し別個の国内源泉所得として特掲していますが、租
税条約上は、一般の事業所得と同様に整理されています。
　ただし、芸能人や職業運動家の役務提供が事業として行われる場合には、
特別な規定を設けて、役務提供地国における課税権を認める方法が採られ
ている例が多くなっています。

国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

１　原則的取扱い
　⑴　課税対象所得の内容・範囲
　　�　国内源泉所得として課税対象となる
のは、人的役務の提供を主たる内容
とする事業で、その人的役務の提供
が国内において行われる場合のその
対価に限られます（所法161二、新所
法161①六）。

　　�　したがって、日本の企業が国外で非

１　原則的取扱い
　租税条約の多くは国内法とは異なっ
た取扱いをしており、人的役務の提供
事業の対価を「企業の利得」又は「産
業上又は商業上の利得」としてとらえ
ています。そのような条約の場合には、
国内に有する恒久的施設を通じて事業
を行わない限り、原則として、日本の
租税は免除されることとなります。
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　　�居住者等から役務の提供を受けた場
合の対価については、国内源泉所得
には該当しません。

　　�　また、源泉徴収の対象となる人的役
務の提供事業の対価は、次の役務提
供を主たる内容とする事業に係るもの
に限られています（所令282）。

　　①�　映画若しくは演劇の俳優、音楽家
その他の芸能人又は職業運動家の
役務提供を主たる内容とする事業

　　②�　弁護士、公認会計士、建築士そ
の他の自由職業者の役務提供を主
たる内容とする事業

２�　芸能人等の人的役務提供事業の対価
の取扱い
　�　人的役務提供事業の中でも芸能人又
は運動家の役務提供事業の対価につい
ては、恒久的施設の有無にかかわらず
役務提供地国において課税することと
している条約が多くなっています。
　�　ただし、租税条約には、免税規定が
設けられているものもありますので注
意が必要です。

　　③�　科学技術、経営管理その他の分野に関する専門的知識又は特別の技能を有する
者のその知識又は技能を活用して行う役務提供を主たる内容とする事業

　　（注）１�　これらの人的役務の提供とは、その役務提供事業者（個人）が行う自己の
人的役務の提供ではなく、例えば、自己が雇用又は支配下に置く芸能人や雇
用契約等のない第三者など、自己以外の他の者による役務提供をいいます。

　　　　２�　その事業が、人的役務の提供
　　　　　�を主たる内容とする事業であるかどうかについては、その外国企業等の営む主

要業種いかんにかかわらず、我が国の国内における人的役務の提供に関する
契約ごとに、その契約に基づく人的役務の提供が上記①から③までの事業に
該当するかどうかで判断します（所基通161−9）。

　⑵　具体的な判定
　　イ　著作権等の使用料との区分
　　　�　芸能人の役務提供を主たる内容とする事業の対価であっても、その実演に

係る録音物の増製又は放送について支払う対価で、その実演についての役務
提供の対価と区分して別途支払われるものは、著作隣接権の使用料（七号所得）
（新十一号所得）に該当します。

　　　�　ただし、上記の対価が区分されていない場合やその実演の対価と一括して
支払われる場合には、その全額を人的役務の提供事業の対価としてとらえる
ことになります（所基通161−10の2）。

　　ロ　個人の人的役務提供の対価（報酬）との関係
　　　�　非居住者が、次に掲げるような者を伴って国内で自己の役務の提供をした

場合に支払われる報酬は、個人の人的役務の対価（八号所得）（新十二号所得）
に該当します（所基通161−10）。

　　　①　弁護士、公認会計士等の自由職業者の事務補助者
　　　②　映画又は演劇の俳優、声楽家等の芸能人のマネージャー、伴奏者、美容師
　　　③　プロボクサー、プロレスラー等の職業運動家のマネージャー、トレーナー
　　　④　通訳、秘書、タイピスト
　　ハ　その他
　　　①　損害賠償金等
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　　　　�　人的役務の提供事業の対価に代わる性質を有する損害賠償金その他これ
に類するもの（遅延利息等）も、人的役務の提供事業の対価に該当します（所
基通161−６の２）。

　　　②　旅費、滞在費等
　　　　�　人的役務を提供する者のその役務を提供するために要する往復の旅費や

国内の滞在費等も、人的役務の提供事業の対価に該当します。
　　　　�　ただし、その費用を、その対価の支払者が航空会社やホテル等に直接支

払い、かつ、その金額が通常必要と認められる範囲内のものである場合には、
その部分については、課税しなくて差し支えないこととされています（所
基通161−８）。

２　源泉徴収を要しないもの
　�　映画若しくは演劇の俳優、音楽家その他の芸能人又は職業運動家の役務提供事
業の対価のうち不特定多数の者から支払われるものについては、源泉徴収をする
必要はありません（所法212①、所令328一）。

４　不動産の賃貸料等（三号所得）（新七号所得）
　我が国に不動産等の資産を所有している非居住者等が、この資産を他に
賃貸し、その対価を得ている場合には、その賃貸料等は、我が国における
国内源泉所得として課税の対象とされます。

国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

１　不動産の賃貸料等の範囲
　�　不動産の賃貸料等とは、次に掲げる
ものをいいます（所法161三、新所法
161①七）。
　�　なお、不動産の賃貸料等に代わるも
のとして支払われる賠償金等について
も、不動産の賃貸料等に含まれること
とされています。
　①� 　国内にある不動産及び不動産の
上に存する権利の貸付けによる対価

　②�　採石法の規定による採石権の貸付
けによる対価

　③�　鉱業法の規定による租鉱権の設定
による対価

　④�　居住者又は内国法人に対する船舶
又は航空機の貸付けによる対価

２�　「船舶又は航空機の貸付けによる対
価」の意義
　�　いわゆる裸用船（機）契約に基づき支払
　を受ける対価をいいます。

１　所得源泉地
　�　租税条約では、不動産の賃貸料によ
る所得については、その不動産の所在
地国にも課税権を認めているのが一般
的です。
　�　また、我が国の締結した租税条約の
多くは事業所得条項に優先して、不動
産所得に関する条項を適用することと
しており、恒久的施設の有無やその所
得が恒久的施設に帰属するかどうかに
かかわらず、その不動産の所在地国で
も課税できることとされています。

２　船舶及び航空機の賃貸料
　�　租税条約においては、船舶及び航空機
の裸用船（機）契約に基づく賃貸料を不動
　�産の賃貸料として取り扱っていないの
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　�　なお、乗組員とともに利用させるい
わゆる定期用船（機）契約又は航海用船
（機）契約に基づき支払を受ける対価
は、運送事業の所得（一号所得）に該当
することになります（所基通161−12）。
　（注）�　船舶又は航空機の貸付けに伴う

技術指導等の役務対価
　　　�　船舶又は航空機の貸付けに伴い

その船舶又は航空機の運航又は整
備に必要な技術指導の役務提供の
対価の支払を受けた場合は、契約
書等において船舶又は航空機の貸
付けによる対価とその役務提供によ
る対価とが明らかに区分されている

　�が一般的であり、多くの条約では、使
用料条項において、「設備の使用料」
又は「船舶・航空機の裸用船（機）料」
と規定されています。
　�　なお、使用料条項にこれらの規定が
ない場合には、通常、事業所得条項が
適用されます。
　�　また、国際運輸業所得については、
その事業を営む企業の本国でのみ課税
し、源泉地国での課税は免除している
のが一般的です。このような条項が置
かれている場合には、その点について
も注意する必要があります。

　　　�場合を除き、その総額が「船舶又は航空機の貸付けによる対価」に該当します（所
基通161−13）。

３　源泉徴収を要しないもの
　�　不動産の賃貸料のうち、土地、家屋等を自己又はその親族の居住の用に供する
ために借り受けた個人が支払うものは、源泉徴収をする必要はありません（所法
212①、所令328二）。

５　利子等（四号所得）（新八号所得）
　非居住者等が収受する公社債や預貯金などの利子等（国内源泉所得）につ
いては、その支払を受ける者が国内に恒久的施設を有しているかどうか、ま
た、その利子等が受領者の国内事業に帰せられるものであるかどうかにか
かわらず、利子等の支払者は、原則として、その支払の際に源泉徴収をする
必要があります。
　一方、我が国の締結した租税条約の多くは、源泉地国と居住地国との双
方が課税権を有する方式を採用しています。

国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

１　利子等の範囲
　�　源泉徴収の対象となる利子等とは、
次に掲げるものをいいます（所法161四、
新所法161①八、平26改正法附則19①）。
　イ�　公社債のうち、日本国の国債若しく
は地方債又は内国法人の発行する債
券の利子

　　　この場合、「内国法人の発行する債
　　�券」には、振替記載等をしたため現に
債券の存在しない社債等も含まれま
す（所基通161−14）。

１　利子等の範囲
　�　所得税法上は、公社債の利子、預貯金
の利子並びに合同運用信託、公社債投資
信託及び公募公社債等運用投資信託の
収益の分配について「利子等（四号所
得）」と規定し、「貸付金の利子（六号
所得）」とは区分して規定していますが、
租税条約上はこれらの利子等を同一の
カテゴリーに属するものとして包括的
に規定している例が多くなっています。
　�　我が国が締結した租税条約において
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　ロ�　外国法人の発行する債券の利子の
うちその外国法人が国内において行
う事業に帰せられるもの

　　※�　これに該当するもののうち、平成28
年４月１日から同年12月31日までの間
に支払うべきものに係る源泉徴収（所
法212）の対象は、外国法人の発行する
債券の利子のうちその外国法人の恒
久的施設を通じて行う事業に係るも
のに限ります（平26改正法附則19①）。

　ハ�　国内にある営業所、事務所その他こ
れらに準ずるもの（以下「営業所」といい
ます。）に預け入れられた預貯金の利子

　ニ�　国内にある営業所に信託された合
同運用信託、公社債投資信託又は公募
公社債等運用投資信託の収益の分配

２�　割引債の償還金に係る差益金額の取扱い
　�　割引債の償還金に係る差益金額は、
「国内にある資産の運用又は保有による
所得（一号所得）（新二号所得）」とされ
ているので、ここでいう利子等には該当
しません。
　�　ただし、措置法第41条の12の規定によ
り同条に規定する一定の割引債の償還
差益については、18.378％（一部のもの
は16.336％）の税率で源泉徴収を要する
こととされています。また、措置法第41
条の12の２の規定により同条に規定す
る一定の割引債の償還金に係る差益金
額については、15.315％の税率で源泉徴
収を要することとされています。

　�は、債務者の居住地国を所得の源泉地国
とする債務者主義が一般的となってい
ます。

２�　割引債の償還金に係る差益金額の取扱い
　�　割引債の償還金に係る差益金額につ
いては、利子等として取り扱っている条
約を締結している国と特段の規定がな
い条約を締結している国とがあります
が、これらを区分すると次のページの図
２のとおりとなります。
　�　なお、国内法に基づき源泉徴収が行わ
れる割引債のこれらの区分別の課税関
係は、次のようになります。

　⑴　利子等として取り扱っている国
　　�　割引債の償還金に係る差益金額について、租税条約に基づく所得税及び復興特別
所得税の軽減又は免除を受けるためには、償還金の支払を受ける者が「租税条約に
関する届出書」（添付書類が必要な場合にはその添付書類を含みます。）を、償還金
が支払われる日の前日までに、源泉徴収義務者を経由して源泉徴収義務者の所轄税
務署長に提出する必要があります。

　　�　なお、一定の割引債（預金保険の対象となる長期信用銀行債等及び農林債など）の
償還差益については、割引債の発行時に18.378％（特定のものは16.336％）の税率で
源泉徴収をし、償還時に償還金の支払を受ける者が「租税条約に関する割引債の償
還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書」を源泉徴収義務者を経由して源泉徴収義
務者の所轄税務署長へ提出することにより、租税条約上の限度税率との差額につい
て還付されます。

　⑵　我が国の国内法を適用
　　�　租税条約上の規定がないか、又は租税条約のその他所得条項の適用により源泉地
国課税が認められる場合には、原則、割引債の償還時にその償還金の差益金額に



−272−

国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

　　�15.315％により源泉徴収を行う必要があります（措法41の12の2）。なお、一定の割引
債は、発行時に18.378％の税率（特定のものは16.336％）により源泉徴収を行う必要が
あります（措法41の12）。

　⑶�　その他の所得に該当し、居住地国課税
　　�　租税条約上のその他所得条項の適用により居住地国のみで課税となる場合には、割引
債の償還金が支払われる日の前日までに所定の手続を経ることにより、その償還金に係る
差益金額について租税条約の定めるところにより免税となりますので、源泉徴収を行う必
要がありません。

　　�　また、一定の割引債は、発行時に18.378％（特定のものは16.336％）の税率でいったん
源泉徴収をし、償還時に所定の手続を経た後、源泉徴収をした所得税及び復興特別所
得税の全額が還付され、最終的に免税となります。

（図２）【割引債の償還差益の取扱い】

利子等として取り扱って
いる国等

アイルランド、アメリカ、アラブ首長国連邦、イギリス、イスラ
エル、イタリア、インド、インドネシア、オーストラリア、オマーン、
オランダ、カザフスタン、カタール、カナダ、クウェート、サウ
ジアラビア、ザンビア、シンガポール、スイス、スロバキア、スウェー
デン、タイ、大韓民国、チェッコ、中華人民共和国、デンマーク、
トルコ、ニュージーランド、ノルウェー、パキスタン、ハンガリー、
バングラデシュ、フィリピン、フランス、ブルガリア、ブルネイ、
ベトナム、ポーランド、ポルトガル、香港、マレーシア、南アフリカ
共和国、メキシコ、ルクセンブルク、ルーマニア、ロシア

我が国の国内法を適用
（日本で課税）

エジプト、オーストリア、ガーンジー、ケイマン、サモア、
ジャージー、スリランカ、バハマ、バミューダ、英領バージン諸
島、フィジー、ブラジル、マカオ、マン島、リヒテンシュタイン

居住地国課税
（日本で免税） スペイン、ドイツ、フィンランド、ベルギー

 （注）１�　ロシアとの条約は、アゼルバイジャン、アルメニア、ウクライナ、ウズベキス
タン、キルギス、ジョージア、タジキスタン、トルクメニスタン、ベラルーシ、
モルドバにも適用されます。

　　 ２�　カタールについては、条約発効後の取扱いです。
６　配当等（五号所得）（新九号所得）
　非居住者等が内国法人から受ける所得税法第24条第１項に規定する剰余
金の配当等は、国内源泉所得として源泉徴収を要することとされています。
　なお、配当等に対する課税の考え方は各国とも異なっており、租税条約
上の規定もまちまちとなっています。

国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

１　配当等の範囲
　�　源泉徴収の対象となる配当等とは、次
に掲げる配当等をいいます（所法24、161
五、新所法161①九、措法９の６）。
　①�　内国法人から受ける所得税法第24条

１　課税対象所得の範囲
　�　配当等に対する課税方法については、
国によって考え方が異なっていることか
ら、租税条約上の規定もまちまちとなっ
ていますが、課税対象とする配当等の定
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　　�第１項に規定する剰余金の配当、利益
の配当、剰余金の分配、金銭の分配
又は基金利息

　②�　国内にある営業所に信託された投資
信託（公社債投資信託及び公募公社債
等運用投資信託を除きます。）又は特定
受益証券発行信託の収益の分配

　③�　外国特定目的信託の利益の分配及
び外国特定投資信託の収益の分配（平
成28年４月１日以後廃止）

２�　上場株式等の配当等に対する源泉徴
収税率の特例制度
　�　非居住者等が支払を受けるべき上場
株式等の配当等については、15.315％
の源泉徴収税率が適用されることとさ
れています。

　�義については、おおむね国内法と同一の
ものとなっています。

２　限度税率等
　�　配当等については、多くの租税条約で
は源泉地国と居住地国の双方で課税で
きる旨を規定しています。
　�　また、一定の親子会社間の配当につ
いては、進出する企業等が支店形態で
進出する場合と現地法人の形態で進出
する場合とでアンバランスが生じない
ようにするため、別途規定しているも
のが多く、この場合の限度税率は10％
又は５％が通例となっていますが、日
米租税条約、日英租税条約、日仏租税
条約、日オランダ租税条約、日スイス
租税条約、日スウェーデン租税条約、
日ニュージーランド租税条約などのよ
うに、一定の居住者につき免税として
いるものもあります。

７　貸付金の利子（六号所得）（新十号所得）
　国内法では、国内で業務を営んでいる者に対するその国内の業務に使用
される貸付金等の利子については、その債務者がその利子を支払う際に源
泉徴収をすることとされており、いわゆる使用地主義を採っています。
　これに対し、租税条約では、債務者の居住地を源泉地とする、いわゆる
債務者主義を採っているものが一般的です。

国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

１　貸付金の利子の範囲
　�　次に掲げる貸付金（これに準ずるも
のを含みます。）の利子（一定の債券
の買戻又は売戻条件付売買取引から生
ずる一定の差益を含みます。）が源泉
徴収の対象となります（所法161六、
新所法161①十、所基通161−16）。

１　貸付金の利子の租税条約上の区分
　�　租税条約においては、「貸付金の利
子」もいわゆる「利子」として預貯金
等の利子と同様に取り扱われます。

２　所得源泉地
　�　租税条約における「利子」の課税方
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　①�　債務者の国内業務に関する貸付金
等

　②�　貸付金、預け金、前払金等の名称
のいかんを問わずその実質が貸付金
であるもの及びこれに準ずるもの

　③�　勤務先に対する預け金で預貯金に
該当しないもの

　④　取引先等に対する保証金、預け金
　⑤�　売買、請負、委任の対価又は物・
権利の貸付けや使用の対価に係る延
払債権

　⑥�　⑤の対価に代わる性質を有する損
害賠償金等に係る延払債権

２　課税の対象とならないもの
　�　次に掲げるような貸付金の利子につ
いては、いずれも国内源泉所得に該当
しないため、源泉徴収をする必要はあ
りません。

　�式は、債務者主義と使用地主義とに区
分されます。
　�　債務者主義とは、債務者の居住地国
を所得の源泉地国とする方式であり、
使用地主義とは、貸付金等の使用の場
所の所在地国を所得の源泉地国とする
方式です。
　�　「貸付金の利子」については、我が
国の所得税法では使用地主義を採って
いますが、我が国が締結した租税条約
においては、他の「利子」と同様に債
務者主義が一般的となっています。
　�　なお、「利子」が生じた締約国にお
いて恒久的施設又は固定的施設を通じ
て独立の活動を行う場合であって、そ
の「利子」がそれらの施設と実質的に
関連する場合には、その施設の存在す
る国のみが課税権を有する旨を規定し
ているものもあります。

　⑴　船舶又は航空機の購入資金
　　�　非居住者等の業務の用に供される船舶又は航空機の購入のために、その非居
住者等に対して提供された貸付金の利子は、国内源泉所得に該当しないことと
されています（所基通161−20⑴）。

　⑵　国外業務に係る貸付金の利子
　　�　国外において業務を行う者に対して提供された貸付金で、その国外において
行う業務に係るものの利子は、国内源泉所得には該当しないこととされていま
す（所基通161−15、161−20⑵）。

　⑶�　非居住者の行う業務に係るもの以外の貸付金の利子
　　�　非居住者に対して提供された貸付金で、その非居住者の行う業務以外のもの
に係る貸付金の利子は、国内源泉所得には該当しないこととされています（所基
通161−15、161−20⑶）。

（注）�　特別国際金融取引勘定（オフショア勘定）において経理された預金等（借入
金を含みます。）の利子及び外国金融機関等の債券現先取引等に係る利子の非課
税制度については、258ページを参照。

８　使用料等（七号所得）（新十一号所得）
　国内法では、非居住者等が国内において業務を行う者から支払を受ける
工業所有権、著作権等の使用料又は譲渡の対価で、その支払者の国内業務
に係るものについては、国内源泉所得として源泉徴収を要することとされ
ており、いわゆる使用地主義を採っています。
　これに対し租税条約では、債務者の居住地国を源泉地とする、いわゆる
債務者主義を採っているものが一般的です。
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１　使用料等の範囲
　�　非居住者等が国内において業務を行う
者から支払を受ける次に掲げる使用料又
は譲渡の対価で、その支払者の国内業
務に係るものが、源泉徴収の対象とされ
ています（所法161七、新所法161①十一）。
　①�　工業所有権その他の技術に関する
権利、特別の技術による生産方式若し
くはこれらに準ずるものの使用料又は
その譲渡の対価

　②�　著作権（出版権及び著作隣接権そ
の他これに準ずるものを含みます。）の
使用料又はその譲渡の対価

　③�　機械、装置、車両、運搬具、工具、
器具及び備品の使用料

２　「国内業務に係るもの」の意義
　�　「国内業務に係るもの」とは、国内に
おいて業務を行う者に対して提供・供与
された工業所有権等のうち、その国内に
おいて行う業務の用に供されている部分
に対応するものをいいます。
　�　したがって、例えば、日本の企業が提
供を受けた工業所有権等を、国外にお
いて業務を行う他の者（再実施権者）の
その国外における業務の用に供すること
により、外国の企業に対して支払う使用
料（再実施権者の使用に係る部分に限り
ます。）は、国内源泉所得に該当しない
ことになります（所基通161−21）。
　�　また、日本の企業が外国の企業に支払
う機械、器具等の使用料であっても、そ
の機械、器具等が日本国外においてのみ
使用されるときは、国内源泉所得には該
当しないことになります。

３　「使用料又は譲渡の対価」の意義 
　�　「使用料又は譲渡の対価」とは、技術
等の実施、使用、採用、提供、伝授又
は技術等に係る実施権若しくは使用権の
設定、許諾若しくはその譲渡の承諾につ

１　所得源泉地
　�　我が国が締結した租税条約の多く
は、使用料については受領者の居住地
国において課税することを前提としな
がら、所得源泉地国においても課税で
きる旨を規定しています。
　�　なお、日米租税条約、日英租税条約、
日オランダ租税条約、日スイス租税条
約、日スウェーデン租税条約及び日仏
租税条約においては、源泉地国免税と
されています（その使用料の支払の基
因となった権利又は財産が恒久的施設と
実質的な関連を有するものを除きます。）。
　�　使用料の所得源泉地に関する規定
（ソースルール）は、我が国が締結し
ている租税条約をみると次のように分
類することができます。

区　　分 条　約　締　結　国

債務者主義を
採っている条
約締結国

下記以外の56か国（注）

使用地主義を
採っている条
約締結国

フィジー

特に規定を置
かない条約締
結国（国内法
による使用地
主義）

アイルランド、オーストリア、
ガーンジー、ケイマン、サモ
ア、ジャージー、スリランカ、
バハマ、バミューダ、英領バー
ジン諸島、マカオ、マン島、リ
ヒテンシュタインの13か国

使用料につい
て一律源泉地
国免税とする
条約締結国

アメリカ、イギリス、
オランダ、スイス、
スウェーデン、フラ
ンスの６か国

　（注）�　条約発効後におけるカタールを
含みます。

２　使用料等の範囲
　⑴　工業所有権等
　　�　ＯＥＣＤモデル条約では、工業所有
権等の使用料について、「特許権、商
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　いて支払を受ける対価の一切をいいます。
　�　また、著作権の使用料とは、著作物
の複製、上演、演奏、放送、展示、上映、
翻訳、編曲、脚色、映画化その他著作
物の利用又は出版権の設定につき支払わ
れる対価及び著作権の譲渡の対価の一
切をいいます（所基通161−23）。
　�　つまり、使用料という名目にとらわれ
ず、支払の実質が使用料の性質を持って
いるかどうかによって判断する必要が
あります。したがって、ランニングロ
イヤリティはもちろんのこと、頭金（イ
ニシャルペイメント）等もこれに含ま
れます。

４�　「特別の技術による生産方式若しくは
これらに準ずるもの」の意義
　�　「特別の技術による生産方式若しくは
これらに準ずるもの」とは、特許権、実
用新案権、意匠権、商標権等の工業所
有権等の目的にはなっていないが、生産
その他業務に関し繰り返し使用し得るま
でに形成された創作、すなわち特別の原
料、処方、機械、器具、工程によるなど
独自の考案又は方法を用いた生産につい
ての方式、これに準ずる秘けつ、秘伝
その他特別な技術的価値を有する知識
及び意匠等をいいます。
　�　したがって、いわゆるノウハウはもちろ
ん、機械、設備等の設計及び図面等に
化体された生産方式、デザインもこれに
含まれますが、海外における技術の動向、
製品の販路、特定の品目の生産高等の
情報又は機械、装置、原材料等の材質
等の鑑定若しくは性能の調査、検査等は、
これに該当しません（所基通161−22）。

５�　特許権侵害等により支払われる和解
金等
　�　特許権の侵害があった場合に支払わ
れる損害賠償金や和解金については、
その実質が使用料に代えて支払われるも
のが多く、そのようなものは使用料とし

　　�標権、意匠、模型、図面、秘密方式
若しくは秘密工程の使用若しくは使用
の権利の対価として、又は産業上・商
業上若しくは学術上の経験に関する情
報の対価として受領される全ての種類
の支払金」と定義しており（同モデル
条約第12条第２項）、我が国が締結し
た租税条約の多くも、同モデル条約の
定義を採用しています。

　⑵　著作権
　　�　ＯＥＣＤモデル条約では、「著作権」
の範囲を、「文学上、美術上若しくは学
術上の著作物（映画フィルムを含む。）
の著作権」と定義しています（同モデ
ル条約第12条第２項）が、我が国が
締結した租税条約の多くも、同モデル
条約の定義を採用しています。

　　�　なお、映画フィルム（ラジオ放送用・
テレビジョン放送用のフィルム又はテー
プを含みます。以下同じです。）の使
用料については、おおむね

　　①　事業所得とするもの
　　②�　事業所得の範囲から除外している

もの
　　③　使用料とするもの
　　④�　それぞれの国の国内法の取扱い

によるもの
　　に分かれています。
　⑶　機械・装置
　　�　租税条約において機械・装置の使用
料（いわゆるリース料）に対する課税
関係は、次の３つに大別されます。

　　①�　事業所得とするもの（恒久的施設
がなければ課税しない。）

　　②　使用料の範囲から除いているもの
　　③　使用料とするもの
　（注）�　一部の租税条約においては、使

用料を文化的使用料と工業的使用
料に区分して定義し、文化的使用料
について課税を免除しているものが
あります。

３　譲渡の対価
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　�て取り扱うことになっています（所基通
161−６の２）。

６　課税の対象とならないもの
　⑴　実費程度の場合
　　�　支払う対価が、派遣技術者の給料
や作成した図面の紙代等の実費に通
常見込まれる利潤を加算した金額に満
たないときは、その支払金額が技術の
使用回数・期間・生産高等に応じて計
算されていない限り、使用料課税の対
象とはしないこととされています（所基
通161−24）。

　⑵�　使用料のほか技術者の給料等を支
払う場合

　　イ�　技術提供契約に基づき使用料を
支払う場合において、次のような実
費を併せて支払うときは、それらが
契約書、請求書等において明確に
区分されている限りその実費相当部
分は課税対象とはなりません（所基
通161−25⑴〜⑶）。

　　　�　これに対して、これらの費用が区
分されることなく一括して支払われ
るときは、その全額が使用料として
課税の対象とされることになります。

　　　①�　技術提供者が自ら又は技術者
を派遣して日本国内において人的
役務を提供するために要する費用

　　　②�　技術習得のために派遣された
技術者に対して技術を伝授するた
めに要する費用

　�　工業所有権等の譲渡益（キャピタル
ゲイン）については、国内法では使用
料と同様に取り扱われていますが、我
が国の締結した租税条約では、キャピ
タルゲインに関する取扱いはまちまち
となっており、次のように大別するこ
とができます。

区　　分 条約締結国

譲渡収益を使用料
と同様に取り扱う
条約締結国

シンガポール、大
韓民国、デンマー
ク、ベトナム等

真正（完全）な譲渡
以外の譲渡対価を
使用料とする条約
締結国

スペイン、ドイツ、
ベルギー、メキシ
コ

工業所有権等の譲
渡対価についても
他の財産（動産）の
譲渡対価と同様に
取り扱う条約締結
国

アイルランド、ア
メリカ、イタリア、
オーストラリア、
オランダ、スイス、
スウェーデン、中
華人民共和国等

　（注）�　源泉地国課税（債務者主義・使
用地主義）・居住地国課税のいず
れを採っているかは租税条約の規
定により異なります。

　　　③�　提供する図面、型紙、見本等を作成するための実費相当額
　　ロ�　映画フィルムやテレビ放送用フィルム、ビデオテープの提供契約に基づいてこれら

の物とともに提供されるスチール写真等の広告宣伝材料の代金で、その広告宣伝材
　　　�料の作成のための実費程度と認められるものについては、それが契約書、請求書

等で使用料と明確に区分されていれば課税の対象としないこととされています（所
基通161−25⑷）。

９　給与等の人的役務の提供に対する報酬等（八号所得）（新十二号所得）
　国内法では、給与等の人的役務の提供に対する報酬等については、原則
として、国内において役務の提供が行われたものを国内源泉所得として源
泉徴収をすることとされています。
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　これに対し租税条約では、人的役務の提供による報酬等を、給料等の雇
用契約に基づくものと、自由職業者等の事業所得に該当するものとに分類
して規定し、給与等については短期滞在者を源泉地国免税、自由職業者等
については芸能人等に該当する者を除き恒久的施設がなければ源泉地国免
税としているのが一般的です。
　なお、この所得は、非居住者が自己の役務の提供に基づき取得するもの
であり、他人の役務を提供することを目的とした人的役務の提供事業の対
価（二号所得）（新六号所得）とはその内容を異にしています。

国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

１　給与、報酬等の範囲
　�　次に掲げる個人の人的役務の提供の
対価は、国内源泉所得に該当し（所法
161八、新所法161①十二）、源泉徴収を
する必要があります。
　①�　俸給、給料、賃金、歳費、賞与又は
これらの性質を有する給与のうち、国
内において行う勤務に基因するもの

　②�　人的役務の提供に対する報酬のう
ち、国内において行う人的役務の提
供に基因するもの

　③�　退職手当等のうち、受給者が居住
者であった期間に行った勤務その他
の人的役務の提供に基因するもの

　④�　公的年金等（外国の法令等に基づ
く年金等を除きます。）

２�　給与等（雇用契約等に基づく役務提
供に対するもの）に対する課税

　⑴　原則的取扱い
　　�　給与等については、原則として、
その勤務（役務提供）が日本国内で
行われた場合に、我が国において課
税することとされています。

　　�　したがって、国外における勤務等に
対する給与等については、我が国にお
いては課税されないこととなります。

　　�　また、その勤務が国内及び国外の
双方にわたって行われた場合には、
その給与等の総額のうち、国内にお
いて行った勤務に対応する部分の金
額が課税対象となり、原則として、
次の算式により計算することになり
ます（所基通161−28）。

１　概要
　�　租税条約では、人的役務の提供の対
価等を雇用契約等に基づく役務提供に
係るものと、雇用契約等に基づかない
自由職業者等の役務提供に係るものと
に区分して規定しています。

２�　給与等（雇用契約等に基づく役務提
供に対するもの）に対する課税

　⑴　原則的取扱い
　　�　給与等については、国内法と同様
に、原則として、役務提供が行われた
国で課税することとされていますが、
租税条約では、人的交流の促進等の観
点から、短期滞在者や交換教授、留学
生、事業修習者等について、一定の条
件の下に源泉地国免税とするなどの
特例を設けています（280ページの
⑶以降を参照してください）。

　　�　なお、これらの特例に該当しない
場合には、その給与、報酬について
国内法に基づき、20.42％の税率に
より源泉徴収をすることになりま
す。
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【算　式】
（給与等の総額）×

（国内において行った勤　務　の　期　間）
（給 与 等 の 計 算 の基礎となった期間）

　⑵　役員に対する特例
　　イ　法人の所在地国での課税
　　　�　役員は、非常勤役員として取締役

会に出席するのみで日常の業務に直
接関与しない場合、あるいは単に役
員に名前を連ねているのみの場合も
少なくないほか、合弁企業や親子会
社間を往来するなど、実際の役務
提供の場所の判定が困難なケース
が少なくありません。また、役員と
しての役務については、企業経営と
いう職務の性質からみて、その所得
の源泉地を実際の役務提供地国に
限定することは妥当でないとも考え
られます。このようなことから、役
員に対する報酬については、次のロ
を除いて、法人の所在地国において
課税することとしています（所法161
八イ、新所法161①十二イ）。

　　ロ�　内国法人の使用人として常時国
外勤務を行う場合

　　　�　内国法人の役員としての勤務で、
国外において行うものであっても内
国法人の使用人（海外にある支店な
どの長）として常時勤務するような
場合に受ける役員報酬については、
一般の使用人が勤務した場合と同
様に国内源泉所得としないことに
なっています（所令285①一かっこ
書、所基通161−29）。

　　　�　また、内国法人の役員が国外にあ
る法人の子会社に常時勤務する場
合において、次に掲げるいずれの要
件も備えているときの役員報酬につ
いても、国内源泉所得とされないこ
とになっています（所基通161−30）。

　⑵　役員に対する特例
　　�　我が国が締結した租税条約でも、
国内法と同様に、役員については、
その役務提供地ではなく法人の居住
地（所在地）国で課税できる旨を規
定しているのが一般的です。



−280−

国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

　　　�①�　その子会社の設置が現地の特
殊事情に基づくものであって、そ
の子会社の実態が内国法人の支
店、出張所と異ならないものであ
ること。

　　　②�　その役員の子会社における勤務
が内国法人の命令に基づくもので
あって、その内国法人の使用人とし
ての勤務であると認められること。

　⑶　短期滞在者の免税
　　�　海外支店への出張などによる短期滞在者について、滞在地国で課税が行われると、
滞在地国と居住地国との間に二重課税の問題が発生し、煩雑な納税や還付手続が必
要となります。

　　�　そこで、租税条約では一定の短期滞在者に関する免税規定を設け、人的役務の
提供地である源泉地国での課税を免除することとしています。

　　�　我が国の締結した租税条約も、これを規定しており、多くは次の３つを要件と
してこれを認めることとしています。

　　①�　滞在期間が課税年度又は継続する12か月を通じて合計183日を超えないこと。
　　②�　報酬を支払う雇用者は、勤務が行われた締約国の居住者でないこと。
　　③�　給与等の報酬が、役務提供地にある支店その他の恒久的施設によって負担（課

税所得の計算上損金に算入）されないこと。
　⑷　教授等の免税
　　�　我が国の締結した租税条約の多くは、大学その他の教育機関（学校教育法第１条
に規定する学校に限ります。）において教育又は研究を行うために来日した教授等が
取得する人的役務の提供による報酬について、２年間を限度として免税とする旨を規
定しています。

　　�　なお、租税条約によっては、教育を行う機関を高等教育機関に限定したり、政府
あるいは教育機関の招へいを要件としているもの、教育若しくは研究が公的な利益
を目的とするものでなければならない旨を規定しているものもあります。

　⑸　学生、事業修習者等の免税
　　�　学生（学校教育法第１条に規定する学校の児童、生徒又は学生に限ります。）、事
業修習者等が取得する報酬については、欧米諸国などとの条約では、生計、教育、勉学、
研究又は訓練のために受け取る給付で国外から支払われるもの、すなわち海外から
の送金について課税を免除するにとどまっています。

　　�　これに対して、アジア諸国などとの条約では、上記の海外からの送金のほか、政
府又は宗教若しくは慈善、学術等の団体からの交付金、手当又は奨励金、雇用主な
どから支払われる給与等の報酬及び滞在地国における人的役務の提供の対価等（ア
ルバイト収入）をも含めて免税としているものもあります。

　　�　事業修習者とは、職業上又は事業上の知識又は技能をほとんど有しない見習者を
いいますが、アジア諸国などとの租税条約には、これに加えて、ある程度の技能を
有する者で、他企業から技術上又は職業上の経験を習得するために相手国を訪れる
事業習得者についても、相手国で行う人的役務の提供に対する課税を一定の制限の
もとに免税としているものもあります。
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⑶�　外国政府等に勤務する職員の給与の
非課税
　　�　外国政府、外国の地方公共団体に勤
務する人が日本国内における勤務に
より受ける給与（その外国がその国に
おいて勤務する日本国の国家公務員
又は地方公務員の給与について所得
税に相当する税を課さないこととし
ている場合に限ります。）については、
課税しないことになっています（所法
９①八、所令24、所規３）。

　（注）１�　外国政府等に該当しない法人か
ら受ける給与は、たとえその法人
が外国政府等の全額出資による
法人であっても、非課税となりま
せん（所基通９−12⑴）。

　　　２�　その勤務が外国政府又は外国の
地方公共団体のために行われるも
のであっても、例えば、その外国
政府又は外国の地方公共団体が舞
踊、サーカス、オペラ等の芸能の
提供を行っている場合のように、そ
の業務が我が国若しくは我が国の
地方公共団体の行う業務以外の業
務又は収益を目的とする業務であ
る場合には、その業務に従事した
ことにより受ける給与は非課税と
はなりません（所基通９−12⑶）。

３�　自由職業者等の報酬（給与等以外のも
の）に対する課税

　⑴　人的役務の提供に対する報酬の範囲
　　�　「人的役務の提供に対する報酬」と
は、非居住者が自己の活動により、他
人のために労務等を提供することによ
り支払を受ける報酬のうち給与等に該
当するもの以外のものをいいますか
ら、主として次に掲げるような租税条
約でいう自由職業者等が受ける報酬
がこれに該当することになります（所
法161八イ、新所法161①十二イ）。

　 （イ）弁護士、公認会計士等
　 （ロ�）映画・演劇の俳優、音楽家その他

の芸能人

　⑹　政府職員等の報酬の免税
　　イ　租税条約による免税
　　　�　我が国が締結した租税条約は、国

内法の規定に従って、政府職員等の
取得する報酬について職員派遣国
の課税権を確認し、接受国では、課
税を免除する旨を規定しています。

　　ロ　国際条約による免税
　　　�　一定の国際機関に勤務する者等

の給与について租税条約以外の国
際条約（協定）において課税上の特
例（非課税）を定めているものがあ
り、その主なものは次のとおりです。

　　　①�　日本国とアメリカ合衆国との
間の相互協力及び安全保障条約
第６条に基づく施設及び区域並
びに日本国における合衆国軍隊
の地位に関する協定

　　　②�　国際連合の特権及び免除に関
する条約

　　　③�　専門機関の特権及び免除に関
する条約

　　　④　外交関係に関するウィーン条約
　　　⑤　各国との間の領事条約

３�　自由職業者等の報酬（給与等以外のも
の）に対する課税
　�　多くの租税条約では、医師や弁護士な
ど「自由職業者」を特掲し、その所得に
ついて、事業所得に準じた取扱いをして
います。
　�　自由職業者に関する規定がない場合
には、その報酬等については、一般的に、
事業所得条項が適用されます。

　⑴　原則的取扱い
　　�　我が国が締結している租税条約の多
くは、自由職業者の所得については、
事業所得に準じて「固定的施設がなけ
れば課税せず」の原則が規定されてお
り、国内に自己の活動を遂行するため
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　 （ハ�）職業野球の選手、プロサッカーの
選手、プロボクサー、プロレスラー
その他の職業運動家

　⑵　国内源泉所得の範囲
　　�　自由職業者等に支払う人的役務の
提供に対する報酬については、国内に
おいて行う人的役務の提供に基因す
る部分が国内源泉所得に該当し、この
部分のみが課税対象となります（所法
161八イ、新所法161①十二イ）。

　　�　したがって、国外において自由職業
者等による人的役務の提供を受けた
場合の対価は、我が国において課税
されないことになります。

　　�　なお、人的役務の提供が国内及び国
外の双方にわたって行われた場合の
国内源泉所得の計算は、課税上弊害が
ある場合を除き、給与等の場合と同様
です（279ページの２⑴【算式】を参
照してください）。

　⑶　源泉徴収を要しないもの
　　�　映画若しくは演劇の俳優、音楽家そ
の他の芸能人又は職業運動家の役務
提供の対価のうち不特定多数の者か
ら支払われるものについては、源泉
徴収の必要はありません（所法212①、
所令328一）。

４　退職手当等に対する課税
　⑴　国内源泉所得の範囲
　　�　非居住者に支払う退職手当等につい
ては、居住者であった期間に行った勤
務（内国法人の役員として非居住者で
あった期間や内国法人等が運行する船
舶等において勤務した期間を含みま
す。）に対応する部分が国内源泉所得
に該当し、この部分のみが源泉徴収の
対象となります（所法161八ハ、新所
法161①十二ハ、所基通161−28（注）2）。

　　�　したがって、その退職手当等が居住
者としての勤務期間とそれ以外の勤
務期間とを合算した期間に対して支
払われる場合には、次の算式による勤

　　�に通常使用することができる固定的
施設を有しない場合には、自由職業者
の人的役務の提供に対する報酬につ
いて課税は行われません。

　　�　また、固定的施設を有する場合には、
その固定的施設に帰属する部分のみ
が課税の対象となります。

　⑵　芸能人等に対する特例
　　�　演劇、映画、ラジオ若しくはテレビ
ジョンの俳優、音楽家その他の芸能人
又は運動家に対しては、滞在期間の長
短又は活動状況に関係なく、役務提供
地国においても課税できることが、租
税条約における確立された慣行と
なっています。ただし、例外的に芸能
人等に対して一部免税を認めている
租税条約もあります。

４　退職手当等に対する課税
　⑴　租税条約の適用条項
　　�　我が国が締結した租税条約には、退
職手当等に関する規定を設けたものは
なく、給与所得に関する規定（退職手
当等の支払を受ける者が法人の役員で
ある場合には、役員報酬に関する規定）
が適用されます。

　　�　なお、我が国の締結した租税条約の
多くは、「退職年金」の条項を規定し
ていますが、退職手当等について、こ
の条項の適用はありません。

　⑵　役員退職金の取扱い
　　�　役員に対する退職手当等について
は、役員報酬に関する規定が適用され
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　　�務期間あん分により国内源泉所得に
該当する退職手当等の額を計算する
こととなります。

【算　式】

　（退職手当等の額）×
（居住者としての勤務期間）

（退職手当等の計算の基礎となった期間）
　　�
　⑵　退職所得についての選択課税
　　�　非居住者が支払を受ける退職手当等
については、その支払の際に源泉徴収
が行われますが、受給者本人の選択に
より、退職に基づいてその年中に支払
われる退職手当等の総額を居住者が受
けたものとみなして、居住者と同様の課
税を受けることもできます（所法171）。

　　�　これは「退職所得についての選択課
税」といわれる制度で、長年、国内で
勤務した人が海外支店への転勤など
により非居住者となったまま退職し
た場合に、国内勤務のまま退職した
者と比較して税負担が高額となるこ
とのないよう、その調整を図るため
に設けられた制度です。

　　�　この場合、退職手当等の受給者であ
る非居住者は、源泉徴収された税額の
精算のために退職手当等の支払を受け
た翌年１月１日（その日までに、その年
中の退職所得の総額が確定したとき
は、その確定した日）以後に、税務署
長に対し確定申告書を提出することに
より、既に源泉徴収された税額の一部
又は全部について還付を受けること
ができます（所法173、復興財確法17⑥）。

５　公的年金等に対する課税
　�　国内法においては、非居住者に対し
支払う公的年金等（外国の法令に基づ
くものを除きます。）については、居
　�住者であった期間に行った勤務に基因
するものに限らず、全て課税されます

　　ます。
　　�　したがって、多くの場合、役員に対す
る退職手当等を支払う法人の所在地国
において課税できることとなります。

　　�

５　退職年金等に対する課税
　⑴　原則的取扱い
　　�　我が国の締結した租税条約は、ほ
とんどが退職年金条項を有し、居住

　　�地国のみで課税できることとされて
います。
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　（所法161八ロ、新所法161①十二ロ、
所令285②）。

　⑵　政府職員の退職年金に対する課税
　　�　政府職員としての過去の勤務に基
づき支払われる退職年金について
は、一般の退職年金の取扱いと異な
り、その政府職員が条約相手国に居
住しており、かつ、その居住地国の
国民等である場合を除き、その退職
年金の支払国において課税できるこ
ととされています。

10�　その他の国内源泉所得（九号所得〜十二号所得）（新十三号所得〜新十六号所得）
　その他の国内源泉所得としては、「事業の広告宣伝のための賞金」、「生
命保険契約に基づく年金等」、「定期積金の給付補塡金等」及び「匿名組合
契約等に基づく利益の分配」があります。

国 内 法 に よ る 取 扱 い 租 税 条 約 に よ る 取 扱 い

１�　事業の広告宣伝のための賞金（九号
所得）（新十三号所得）

　⑴　課税対象所得の範囲
　　�　国内源泉所得となる「事業の広告
宣伝のための賞金」とは、国内にお
いて行われる事業の広告宣伝のため
に賞として支払う金品その他の経済
的利益（旅行その他の役務の提供を
内容とするもので、金品との選択が
できないとされているものを除きま
す。）をいいます（所令286）。

　⑵　課税標準
　　�　この所得の課税標準は、居住者に
対するものと同様、賞金等として支
払われる金額から50万円を控除した
残額です（所法213①ロ）。

　　�　したがって、50万円以下のときは
課税を要しないことになります。

２�　生命保険契約に基づく年金等（十号所
得）（新十四号所得）

　⑴　課税対象所得の範囲
　　�　国内源泉所得となる年金等とは、国

１　その他の所得に対する課税
　我が国の締結した租税条約の多く
は、別段の定めのない所得（その他の
所得）に対しては、受益者の居住地国
のみが課税権を有することとし、源泉
地国では課税しないこととしていま
す。
　しかしながら、こうした規定のない
条約の締結国の居住者又は外国法人に
対して支払われるものは、我が国の国
内法に従って課税することになるの
で、左に掲げた九号所得から十二号所
得までの所得については、租税条約に
おける年金条項（保険年金）が適用さ
れる場合を除き、原則として国内源泉
所得として課税されることになりま
す。
　また、「その他の所得」について、
居住地国課税を原則としながら、源泉
地国においても課税できる旨規定して
いる租税条約もありますので、注意す
る必要があります。
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　　�内にある営業所又は国内において契
約締結の代理をする者を通じて締結し
た次に掲げる年金給付の定めのある
契約又は規約に基づいて支給を受け
る年金（注）のうち所得税法第161条第八
号ロ（公的年金等）（新所法161①十二
ロ）に該当するもの以外のものをいい
ます（所令287）。

　　①�　生命保険契約、旧簡易生命保険契
約及び生命共済契約

　　②�　退職金共済契約
　　③�　退職年金に関する次に掲げる契約
　　　イ　信託契約
　　　ロ　生命保険契約
　　　ハ　生命共済に係る契約
　　④　確定給付企業年金に係る規約
　　⑤�　小規模企業共済法に基づく共済契

約
　　⑥�　確定拠出年金法に係る企業型年金

規約及び個人型年金規約
　　⑦　損害保険契約及び損害共済契約
　（注）�　平成25年１月１日以後に支給を

受けるべき上記の年金のうち、年
金の支払を受ける者と保険契約者
とが異なる契約などの一定の契約
に基づく年金を除きます。

　⑵　課税標準
　　�　この所得の課税標準は、契約に基づ
いて支払われる年金等の額から、その
契約に基づいて払い込まれた保険料又
は掛金の額のうち、その支払われる年
金の額に対応する金額を控除した残額
となります（所法213①一ハ）。

３�　定期積金の給付補塡金等（十一号所得）
（新十五号所得）
　�　国内源泉所得となる定期積金の給付補
塡金等とは、国内の営業所が受け入れた
もの又は国内の営業所等を通じて締結さ
れた次に掲げる契約に基づいて支給を受
けるものをいいます（所法161十一、新所
法161①十五）。
　①　定期積金契約に基づく給付補塡金
　②�　銀行法第２条第４項の契約に基づく
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　　給付補塡金
　③　抵当証券の利息
　④�　貴金属（これに類する物品を含みま
す。）の売戻し条件付売買の利益（いわ
ゆる金投資口座の差益など）

　⑤�　外国通貨で表示された預貯金で、
その元本と利子をあらかじめ約定し
た率により本邦通貨又は他の外国通
貨に換算して支払うこととされてい
るものの差益（いわゆる外貨投資口
座の差益など）

　⑥�　一時払養老保険、一時払損害保険
等の差益（保険期間等が５年以下の
もの及び保険期間等が５年を超える
もので保険期間等の初日から５年以
内に解約されたものに基づく差益）

４�　匿名組合契約等に基づく利益の分配
（十二号所得）（新十六号所得）
　�　国内源泉所得となる匿名組合契約等
に基づく利益の分配とは、国内におい
て事業を行う者に対する出資のうち、
匿名組合契約（これに準ずる契約を含
みます。）に基づいて受ける利益の分
配をいいます（所法161十二、新所法
161①十六）。
　（注）�　匿名組合契約に準ずる契約とは、

当事者の一方が相手方の事業のた
めに出資をし、相手方がその事業
から生じる利益を分配することを
約する契約をいいます（所令288）。

２�　匿名組合契約等に関連して取得する
所得等に対する課税
　�　我が国が締結した租税条約には、匿
名組合契約その他これに類する契約に
関連して匿名組合員が取得する所得等
に対しては、その所得等の源泉地国に
おいても、その国の国内法に従って課
税できる旨を規定しているものがあり
ます。
　�　また、匿名組合契約等に関連して匿
名組合員が取得する所得等を配当所得
として取り扱う租税条約もあります。

（参考）　�　我が国が締結した租税条約で既に発効しているもの又は既に署名をしている
もので今後発効が予定されているものの概要は、次の表のとおりです。

国 ・ 地 域 名
限　　度　　税　　率

備　　　　考
利　子 配　当 使用料

ア イ ル ラ ン ド ※　　％
　　10

　　　％
15（10）

　　　％
　　10

※�　割引債の償還差益
を含む。

アゼルバイジャン共和国

※１

　　10 15（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％
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国 ・ 地 域 名
限　　度　　税　　率

備　　　　考
利　子 配　当 使用料

ア メ リ カ 合 衆 国

※１

　　10

※２

10（５又
は免税） 免税

※１�　金融機関等や年
金基金が受け取る
利子は免税。割引
債の償還差益を含
む。

　　�　改正議定書発効
後は、原則免税（利
益連動型の利子は
10％）。

※２�　年金基金が受け
取る配当は免税。

ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 ※
　　10 10（５） 　　10

※�　割引債の償還差益
を含む。

ア ル メ ニ ア 共 和 国

※１

　　10 15（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

イ ス ラ エ ル

※１

　　10 15（５）

※２

　　10

※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　著作権、工業所
有権等の譲渡益を
含む。

イ タ リ ア 共 和 国 ※
　　10 15（10） 　　10

※�　割引債の償還差益
を含む。

イ ン ド 共 和 国 ※
　　10 10（−） 　　10

※�　割引債の償還差益
を含む。

インドネシア共和国 ※
　　10 15（10） 　　10

※�　割引債の償還差益
を含む。

ウ ク ラ イ ナ

※１

　　10 15（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

ウズベキスタン共和国

※１

　　10 15（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

エ ジ プ ト
（アラブ連合共和国）

国 内 法
ど お り 15（−）

※
　　15

※�　映画フィルムの使
用料を除く。
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国 ・ 地 域 名
限　　度　　税　　率

備　　　　考
利　子 配　当 使用料

オーストラリア連邦
※
　　10 10（５又

は免税）
　　５

※�　金融機関等が受け
取る利子は免税。割引
債の償還差益を含む。

オーストリア共和国 　　10 20（10）
※
　　10

※�　著作権、工業所有
権等の譲渡益を含む。

オ マ ー ン ※
　　10 10（５） 　　10

※�　割引債の償還差益
を含む。

オ ラ ン ダ 王 国

※１

　　10

※２

10（５又
は免税）

免税

※１�　金融機関等や年
金基金が受け取る
利子は免税。割引
債の償還差益を含
む。

※２�　年金基金が受け
取る配当は免税。

ガ ー ン ジ ー 規定なし 規定なし 規定なし

カザフスタン共和国
※１
　　10 15（５）

※２
　　５

※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２　議定書による。

カ タ ー ル
� （注５）

※
　　10 10（５） 　　５

※�　割引債の償還金を
含む。
　�　政府・金融機関等
が受け取る利子は免
税。

カ ナ ダ ※
　　10 15（５） 　　10

※�　割引債の償還差益
を含む。

キ ル ギ ス

※１

　　10 15（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

ク ウ ェ ー ト
※
　　10 10（５） 10

※�　年金基金が受け取
る利子は免税。割引
債の償還差益を含
む。

グ ル ジ ア 共 和 国

※１

　　10 15（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

グレートブリテン及び
北アイルランド連合
王 国（ イ ギ リ ス ）

※１

原則免税

※２

10（免税） 免税

※１�　利益連動型の利
子は10％

※２�　年金基金が受け
取る配当は免税。

ケ イ マ ン 諸 島 規定なし 規定なし 規定なし
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限　　度　　税　　率

備　　　　考
利　子 配　当 使用料

サウジアラビア王国

※１

　　10 10（５）

※２ ※１�　年金基金が受け
取る利子は免税。
割引債の償還差益
を含む。

※２�　設備の使用料は
５％、その他は
10％

サ モ ア 独 立 国 規定なし 規定なし 規定なし

ザ ン ビ ア 共 和 国 ※
　　10 免税 　　10

※�　割引債の償還差益
を含む。

ジ ャ ー ジ ー 規定なし 規定なし 規定なし

シンガポール共和国
� （注６）

※１

　　10 15（５）

※２

　　10

※１�　割引債の償還差
益を含み、特定の
利子は免税。

※２�　一定の著作権、
工業所有権等の譲
渡益を含む。

ス イ ス

※１

　　10

※２

10（５又
は免税）

免税

※１�　金融機関等や年
金基金が受け取る
利子は免税。割引
債の償還差益を含
む。

※２�　年金基金が受け
取る配当は免税。

ス ウ ェ ー デ ン
※
原則免税 10（免税） 免税

※�　割引債の償還差益
を含む。利益連動型
の利子は10％

ス ペ イ ン 　　10 15（10）
※
　　10

※�　真正譲渡以外の著
作権、工業所有権等
の譲渡益を含む。

ス リ ラ ン カ

※１

　　− 20（−）

※２

半額課税

※１�　銀行が受け取る
利子は免税。

※２�　著作権、映画
フィルムの使用料
は免税。

ス ロ バ キ ア 共 和 国

※１

　　10 15（10）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％
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国 ・ 地 域 名
限　　度　　税　　率

備　　　　考
利　子 配　当 使用料

タ イ

※１

　　25

※２

国内法ど
おり（20）

※３

　　15

※１�　金融機関が受け
取る利子は10％、
割引債の償還差益
を含む。

※２�　親子会社間で産
業的事業を営む法
人からの配当は
15％

※３�　著作権、工業所
有権等の譲渡益を
含む。

大 韓 民 国

※１

　　10

※２

15（５）

※３

　　10

※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　親子会社間配当
については平成15
年末まで10％

※３�　著作権、工業所
有権等の譲渡益を
含む。

タジキスタン共和国

※１

　　10 15（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

チ ェ ッ コ 共 和 国

※１

　　10 15（10）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

中 華 人 民 共 和 国 ※
　　10 10（−） 　　10

※�　割引債の償還差益
を含む。

中 華 人 民 共 和 国
香 港 特 別 行 政 区

※
　　10 10（５） 　　５ ※�　割引債の償還差益

を含む。

中 華 人 民 共 和 国
マ カ オ 特 別 行 政 区 規定なし 規定なし 規定なし

デ ン マ ー ク 王 国

※１

　　10 15（10）

※２

　　10

※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　著作権、工業所
有権等の譲渡益を
含む。
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限　　度　　税　　率

備　　　　考
利　子 配　当 使用料

ド イ ツ 連 邦 共 和 国

※１

　　10

※２

15（10）

※３

　　10

※１�　公債の利子は免
税。

※２�　匿名組合契約の
分配金を含む。

※３�　真正譲渡以外の
著作権、工業所有
権等の譲渡益を含
む。

ト ル ク メ ニ ス タ ン

※１

　　10 15（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

ト ル コ 共 和 国
※
　　15 15（10） 　　10

※�　金融機関が受け取
る利子は10％。割引
債の償還差益を含む。

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

※１

　　10

※２

15（免税） 　　５

※１�　金融機関等が
受け取る利子は
免税。割引債の
償還差益を含む。

※２�　持株割合10％以
上で一定の要件を
満たすものは免税。

ノ ル ウ ェ ー 王 国

※１

　　10 15（５）

※２

　　10

※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　著作権、工業所
有権等の譲渡益を
含む。

パ キ ス タ ン ※
　　10

1 0（7 . 5
又は５） 　　10 ※�　割引債の償還差益

を含む。

バ ハ マ 国 規定なし 規定なし 規定なし

バ ミ ュ ー ダ 規定なし 規定なし 規定なし

ハ ン ガ リ ー 共 和 国

（ハンガリー人民共和国）

※１

　　10 10（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含み、特定の
利子は免税。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

バングラデシュ人民共和国

※１

　　10 15（10）

※２

　　10

※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　著作権、工業所
有権等の譲渡益を
含む。

英 領 バ ー ジ ン 諸 島 規定なし 規定なし 規定なし
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限　　度　　税　　率

備　　　　考
利　子 配　当 使用料

フ ィ ジ ー 国 内 法
ど お り

国 内 法
ど お り

※
　　10

※�　著作権、工業所有
権等の譲渡益を含む。

フ ィ リ ピ ン 共 和 国
※１

　　10 15（10）

※２

　　10

※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　映画フィルム等
の使用料は15％

フ ィンランド共和国 　　10 15（10）
※
　　10

※�　著作権、工業所有
権等の譲渡益を含む。

ブラジル連邦共和国 　　12.5 12.5（−）
※
　　12.5

※�　商標権の使用料は
25％、映画フィルム
等の使用料は15％

フ ラ ン ス 共 和 国
※
　　10 10（５又

は免税） 　免税
※�　金融機関等や年金
基金が受け取る利子
は免税。割引債の償
還差益を含む。

ブ ル ガ リ ア 共 和 国

※１

　　10 15（10）

※２

　　10

※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　著作権、工業所
有権等の譲渡益を
含む。

ブルネイ・ダルサラーム
※
　　10 10（５） 　　10

※�　割引債の償還差益
を含む。

ベ ト ナ ム

※１

　　10 10（−）

※２

　　10

※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　著作権、工業所
有権等の譲渡益を
含む。

ベ ラ ル ー シ

※１

　　10 15（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

ベ ル ギ ー 王 国 　　10 15（10）
※
　　10

※�　真正譲渡以外の著
作権、工業所有権等
の譲渡益を含む。

ポ ー ラ ン ド 共 和 国

（ポーランド人民共和国）

※１

　　10 10（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

ポ ル ト ガ ル 共 和 国
※
　　10 10（５） 　　５

※�　銀行が受け取る利
子は５％。割引債の
償還差益を含む。
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限　　度　　税　　率

備　　　　考
利　子 配　当 使用料

マ レ ー シ ア

※１

　　10 15（５）

※２

　　10

※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　著作権、工業所
有権等の譲渡益を
含む。

マ ン 島 規定なし 規定なし 規定なし

南 ア フ リ カ 共 和 国
※１
　　10 15（５）

※２
　　10

※１�　間接融資等免税、
償還差益を含む。

※２�　裸用船料・パテ
ント譲渡益を含む。

メ キ シ コ
※
　　15 15（５又

は免税）
　　10

※�　金融機関が受け取
る利子は10％。割引
債の償還差益を含む。

モ ル ド バ

※１

　　10 15（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

リヒテンシュタイン公国 規定なし 規定なし 規定なし

ル ー マ ニ ア

（ル ー マ ニ ア 社 会主 義 共 和 国）
※１

　　10 10（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
10％、工業的使用
料は15％

ルクセンブルク大公国 ※
　　10 15（５） 　　10

※�　割引債の償還差益
を含む。

ロ シ ア 連 邦

（旧ソヴィエト社会主義共 和 国 連 邦）
※１

　　10 15（−）

※２ ※１�　割引債の償還差
益を含む。

※２�　文化的使用料は
免税、工業的使用
料は10％

（注）１　限度税率は、日本側の税率を示します。
２　「配当」欄の（　）書は、親子会社間配当に対する特別税率を示します。
３　アゼルバイジャン共和国、アルメニア共和国、ウクライナ、ウズベキスタ
ン共和国、キルギス、ジョージア共和国、タジキスタン共和国、トルクメニ
スタン、ベラルーシ及びモルドバは、旧ソヴィエト社会主義共和国連邦との
間で締結された条約を承継したものです。
４　チェッコ共和国、スロバキア共和国は、旧チェッコスロヴァキア社会主義
共和国との間で締結された条約を承継したものです。
５　カタールについては、条約発効後の限度税率を示します。
６　シンガポールについては、所得のうちシンガポールに送金され又はシンガ
ポール内で受領された部分に対してのみシンガポールの租税が課される場
合、当該送金又は受領された部分についてのみ租税協定の適用があります。
７　この表は租税条約の概要を掲げたものですから、具体的な適用関係につい
ては、それぞれの租税条約の該当条項を確認してください。


